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概要書 
 
 1980 年代、アメリカン・エキスプレス社の全米規模での「自由の女神修繕キャー
ペン」の大成功を始めに、自社利益と社会への貢献とつながるコーズ・リレーテッド・
マーケティング（Cause Related Marketing 以下「CRM」と表記）戦略は多くの企
業に用いられてきた。日本においても、CRM が盛んに行われている。例えば、ボルヴ
ィックの「1 L for 10L プログラム」、アサヒビールの「うまい！を明日へプロジェク
ト」、森永製菓の「1 チョコ for 1 スマイルプロジェクト」などの CRM キャンペーン
が挙げられる。 
また、CRM 戦略は当初の短期的なセールス・プローモーション手法からコーポレー
ト・イメージを強化するための長期的なパートナーシップへと発展を遂げてきた。こ
のような長期的なパートナーシップは消費者の意識の中で、企業またはブランドとコ
ーズの間のつながり（つまり、コーズ・ブランド提携）を形成している。 
このコーズ・ブランド提携は、消費者の企業への態度、ブランドへの態度ないし購
買意図に影響を与える。Kotler and Lee（2005）は CRM の取り組みが最も成功するの
は、企業がコーズや慈善活動との間に刺激的で、かつ理想としては長期的な関係を構
築し、この取り組みが製品に統合的に反映される状況においてであると指摘している。 
そして、企業側と支援先コーズ側は CRM キャンペーンをできるだけ多くの消費者
に伝え、最終的な消費者の購買行動を喚起するために、広告コミュニケーションが必
要となる。 
 そのため、本研究は CRM の効果を消費者行動のアプローチと広告コミュニケーシ
ョンのアプローチで見ていくこととする。 
 第一章では、CRM の起源から、CRM の定義と仕組み、及び関連した概念との比較
と CRM の位置づけを整理する。 
 第二章では、CRM と消費者行動を中心に、まず CRM が消費者に受け入れられる背
景を消費者の内面と外面の二つの方向から探っていく。そして、CRM と消費者行動に
関する先行研究を、CRM が消費者の態度に影響を与える研究と消費者の購買意図に影
響を与える研究を中心にレビューしていく。総じて言えば、CRM が消費者態度と購買
 1
意図に好影響をもたらしているという結論を導出している（Ross, Patterson & Stutts 
1992、Strahilevitz & Myers 1998、Webb & Mohr 1998、 Barone, Miyazaki & Taylor 
2000、Ellen, Mohr & Webb 2000、Dwane 2003、Pracejus & Olsen 2004、Cornwell 
& Coote 2005、Vaidyanathan & Aggarwal 2005、Grau & Folse 2007 、Nan & Heo 
2007、 Lafferty 2007）。また、これらの先行研究を CRM の要素（コーズ側の要素、
消費者側の要素、製品・ブランド側の要素、企業側の要素、コーズ・ブランド適合度）
の影響のアプローチから改めて整理し、まとめている。 
 第三章では、広告コミュニケーションがブランド構築及び消費者の意思決定に与え
る影響と先行研究のレビューを通し、CRM における広告コミュニケーションの必要性
を論じている。そして、具体的な広告表現が CRM の効果に与える影響に焦点を当て
て、先行研究のレビューをしている。その結果として、広告の視覚要素が消費者の広
告への態度、ブランドへの態度に良い影響を与えることは、昔からの広告に関する研
究でよく検証されているが（例えば、Rossiter & Percy, 1980、Mitchell, 1986、Babin 
& Burns, 1997、Kelly, Slater & Karan, 2002）、CRM 広告の研究では、視覚要素の影
響に関する先行研究はわりと行われていないというギャップが気付いた。そのため、
第四章では Lafferty and Edmondson (2009)の研究を参考に、日本において、広告の
写真がコーズである場合とブランドである場合に消費者の態度及び購買意図にいかに
影響を与えるかを調査で検証することとした。 
 第四章では、調査の設計と調査結果を提示し、調査で広告の写真がコーズである場
合とブランドである場合での消費者の態度及び購買意図の比較を行った。しかし、両
者の間に有意な差が見られなかった。この結果を受けて、本章ではその理由の検討を
中心に考察している。 
 終章では、本研究のインプリケーションと本研究の限界と今後の課題を述べる。 
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序章 はじめに 
 
1980 年代、アメリカン・エキスプレス社の全米規模での「自由の女神修繕キャーペン」
の大成功を始めに、自社利益と社会への貢献とつながるコーズ・リレーテッド・マーケ
ティング（Cause Related Marketing 以下「CRM」と表記）戦略は多くの企業に用い
られてきた。日本においても、CRM が盛んに行われている。例えば、ボルヴィックの「1 
L for 10L プログラム」、アサヒビールの「うまい！を明日へプロジェクト」、森永製菓の
「1 チョコ for 1 スマイルプロジェクト」などの CRM キャンペーンが挙げられる。 
また、CRM 戦略は当初の短期的なセールス・プローモーション手法からコーポレー
ト・イメージを強化するための長期的なパートナーシップへと発展を遂げてきた。この
ような長期的なパートナーシップは消費者の意識の中で、企業またはブランドとコーズ
の間のつながり（つまり、コーズ・ブランド提携）を形成している。そして、このコー
ズ・ブランド提携は、消費者の企業への態度、ブランドへの態度ないし購買意図に影響
を与える。Kotler and Lee（2005）は CRM の取り組みが最も成功するのは、企業がコ
ーズや慈善活動との間に刺激的で、かつ理想としては長期的な関係を構築し、この取り
組みが製品に統合的に反映される状況においてであると指摘している。 
そして、企業側と支援先コーズ側は CRM キャンペーンをできるだけ多くの消費者に
伝え、最終的な消費者の購買行動を喚起するために、広告コミュニケーションが必要と
なる。 
そのため、本研究は CRM の起源から定義、位置づけと消費者に受け入れられる背景
を紹介し、CRM と消費者行動に関する先行研究と CRM 広告に関する先行研究のレビュ
ーを踏まえて、CRM 研究の方向性を探る。 
また、広告の視覚要素が CRM に与える影響について焦点を当て、Lafferty and 
Edmondson (2009)の研究を参考に、CRM 広告での写真の違いによって日本の消費者の
態度と購買行動にどのように影響を及ぼすかについて、調査を行う。 
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第一章 コーズ・リレーテッド・マーケティン
グの定義とその位置づけ 
 
コーズ・リレーテッド・マーケティング（CRM）は 1980 年代初期のアメリカにお
いてマーケティング戦略として普及し（Varadarajan and Menon, 1988）、近年ではそ
の採用企業は世界へと拡大しつつある。その背景には、企業の社会的貢献への意欲の
高まりがある。マーケティング分野においても、1960 年代以降、こうした社会の要請
に対応するソーシャル・マーケティングという概念が一般化してきたが、企業は地域
社会に貢献しうる CRM による戦略的なアプローチを採用することによって、ビジネ
スが円滑に進められるようになっていたのである。本章では、CRM の概念を明確にす
るために、その起源と発展から、コーズと CRM の定義とその位置づけを整理してい
く。 
 
第一節 CRM の起源と展開 
 
第一項  CRM の起源 
 
1983 年にアメリカン・エキスプレス社が全米規模で「自由の女神修繕キャンペーン」
を行った。そのキャンペーンの内容は、アメリカン・エキスプレス・カードが使用さ
れる度に１セントを、同カードの新規発行一件ごとに１ドルを、自由の女神の修繕の
ために寄付するというものであった。その結果、同社は自由の女神財団（the Statue of 
Liberty-Ellis Island Foundation）へ 170 万ドルの資金を提供することができた。さ
らに、キャンペーン期間中のアメリカン・エキスプレス・カード利用率は前年比 28％
増、新規カードの発行は 45％増となり、大きな成功を収めた（Wall，1984）。これ以
降、次第にこの戦略が広まり、CRM の双方向のベネフィットが認知されるようになっ
た。 
実は、1983 年の「自由の女神修繕キャンペーン」の成功の前から、同社はカードの
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使用と連動して地域団体に寄付する仕組みで、全米 31 地域でキャンペーンを展開して
いた（Wall，1984）。1981 年、同社がサンフランシスコ地区の芸術を振興しているコ
ーズに対して、カード利用額の増加分に応じて寄付するキャンペーンを行い、初めて
「cause-related marketing」という言葉を用いた（Barnes, 1991）。 
以上のような経緯から、一般的には CRM の名を一躍有名にした、1983 年のアメリ
カン・エキスプレスの「自由の女神修繕キャンペーン」がその起源であると認識され
ているが、正確には 81 年が CRM の起源ということになる（世良，1998）。 
「自由の女神修繕キャンペーン」の成功の後、同社はこの手法を広範にキャンペー
ンに採用している。代表的なキャンペーンは「飢餓との闘い（Charge against 
Hunger）」であり、1993 年から 1996 年の感謝祭、クリスマスシーズンに実施された。
同社はアメリカの NPO の「私たちの力の共有（Share Our Strength）」と提携し、「飢
餓と闘うためにアメリカン・エキスプレスを使いましょう」をキャッチフレーズに自
由の女神修繕キャンペーンと同様に、カード利用ごとに、貧しい人や病気の人などに
食べ物を提供した。このキャンペーンは、多くのレストラン、スーパーマーケットな
どの賛同を獲得し、多くの店舗がアメリカン・エキスプレス・カード利用時の割引を
実現したことにより、当初予想をはるかに上回る４年間で 2,100 万ドルの寄付という
成果を達成した（Pringle and Thompson，1999）。 
一方、CRM 研究に関しては Varadarajan and Menon(1988)を始まりとし、長きに
わたり継続的に研究蓄積がなされている（世良，2007）。 
 
第二項  CRM のアメリカ、イギリスでの展開 
 
アメリカン・エキスプレスによるクレジットカード連動寄付プログラムの成功を受
け、CRMは次第に広まった。1990 年代に入ると、CRMがアメリカ社会に浸透し、多
くの消費者はCRMに対して好意的なイメージを持つようになった。Cone/Roper1によ
るアンケート調査を見ると、「CRMは企業活動として社会問題解決にかかわる良い方
法である」と答えた人は 1993 年 66％、1998 年 74％と、社会に広く受け入れられて
いることがわかる（1999 年の調査では 82％と上昇している）。また、「CRMによって
企業・商品に対して積極的なイメージをもつ」と答えた人は、1993 年 84％、1998 年
                                                        
1 The 1999 Cone/Roper Cause Trends Report: The Evolution of Cause Branding 
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83％、「CRMによって購入ブランドを変える」という人は 1993 年 66％、1998 年 65％、
「店を変える」という人は 1993 年 62％、1998 年の 61％と高い割合を示し定着して
いることがうかがえる。とくに、2000 年の“9・11”テロ事件以降、企業のコミュニ
ティ支援に対する支持は、以前にも増して高まっている。2001 年の調査によると、「値
段や品質が同じ場合、社会的課題に取り組んでいるブランドに変える」と応えた消費
者は 54％（2001 年 3 月）から 81％（同年 10 月）に大きく変化している。 
イギリスにおいても、CRM は認知されている。イギリスの CSR 支援団体である
Business in the Community（BITC）の 2000 年の調査によると、消費者の 88％が
CRM を知っており、77％がそれによって行動を変えると答えている。図１－１は、
BITC がイギリス企業の経営者、マーケティング部・社会貢献部の各担当者に対して
「CRM のメリットをどのように考えているか」ということを聞いた調査結果である。
CRM は、企業にとって、ステークホルダーからの評判や信頼を高めることができ、結
果としてブランド価値を高め売り上げを伸ばすことができる、と期待されている。ま
た、近年では CRM を差別化戦略の一つとして位置づける考え方も増えている（谷本，
2006）。 
 
図１－１ 
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第二節 CRM の定義と仕組み 
 
第一項 コーズの意味 
  
「コーズ（cause）」という言葉は日本では馴染みが薄い言葉であるが、その意味は
「（個人や社会の挙げる）主義、目標、理想、大義、（…）運動；福祉」のことである。
2 
「大義」という言葉は、しばしば抽象的なイメージをともないがちであるが、企業
が大義のために取り組む具体的な事例がある。前述のアメリカン・エキスプレス社の
事例のほかに、1990 年代のはじめごろから欧米圏の幾つかの企業は乳がんで亡くなる
患者の数を減らすための活動に関わってきた。その活動とは、非営利的な活動のため
の資金を調達する仕組みを作ること（ファンドレイジング）で、乳がん検診を促進さ
せるための教育や啓発をすることであった。 
高田（2006）は企業の具体的な事例に注目する観点から、「大義」ではなく Cause
という原語を使うことにした。 
また、世良（2007）は、CRM で取り上げているコーズは「大義」や「信条」のよ
うな概念的なものではなく、前述のアメリカン・エキスプレスの事例における「自由
の女神財団」といった実態のある組織や活動を指すと指摘している。そこで、適切な
定義を辞典から探すと、2002 年版マクミラン英英辞典の“An organization, plan, or 
activity that you are willing to support because it provides help or benefit to people 
who need it.”というものがある。これを強いて日本語に意訳するならば、「良いこと
なので、援助をしたくなるような対象」ということになる（世良，2004）。 
 本研究では、コーズを「大義」や「目標」といった意味ではなく、特に福祉や援助
といった社会的課題への取り組み姿勢を表明する主張という意味としてとらえ、議論
を進めていく。 
 
 
 
 
                                                        
2 『ジーニアス英和辞典』第４版、『大修館書店』 
 5
第二項 CRM の定義 
 
CRMはさまざまな定義付けがなされている。アメリカのCRM研究の先駆的研究者
であるVaradarajan and Menon(1988)は、CRMを「消費者と企業の間で、それぞれの
目標を達成するための交換が行われた結果、消費者が企業に収入をもたらした場合に、
その企業が一定の条件の金額を、特定のNPOに寄付するという提案によって特徴付け
られるマーケティング活動を、計画・実行するプロセスである」3と定義している。具
体的には、ある商品の売り上げの一定割合をあるNPOに寄付するという約束の下で、
商品を販売するかたちで展開されることになる。 
また、アメリカン・エキスプレス社の事例に基づいて CRM を定義すれば、図１‐
２で示したように、「CRM は、企業が非営利組織と公的連携を結ぶことで、その企業
の商品やサービスを販売促進し、それによって非営利組織のための資金を集めるマー
ケティング戦略であり、企業と非営利組織が結びつくことで公益的な活動に企業が参
加する意味を与え、そのイメージを利用した企業の存在意義を認めると同時に、非営
利組織に継続的な資金調達の手段を与えるものである」といえる（三輪・丸谷，2004）。 
 
図１－２ CRM 概念図 
企業 
への取り組み
非営利組織 
セールス 
活動資金 
CRM
提案
 
協力要請
 
宣伝利用
 寄付 
宣伝効果
社会的課題 
商品提供 
出所：三輪・丸谷（2004）pp.17 
 
                                                        
3 (原文)The process of formulating and implementing marketing activities that are characterized 
by and offer from the firm to contribute a specified amount to a designated cause when customer 
engage in revenue-providing exchanges that satisfy organizational and individual objectives. 
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一方、CRM を直訳すると、「コーズと関係付けられたマーケティング」ということ
になる。世良（1998）はこの「関係付けられた」という部分の解釈により、CRM に
は狭義と広義の定義が存在すると指摘した。 
狭義には CRM を行っている企業の商品の売上高に応じて、その一定割合をコーズ
に寄付する形によってのみ、関連付けられると定義されている。一方、広義には、売
り上げの一定割合を寄付するという形にとらわれず、さまざまな形で企業がマーケテ
ィングとコーズを関連付けていくと定義されている（世良，2004）。 
世良（2004）は、狭義の CRM が包含する２つの問題点を以下のようにまとめた。
一つ目は、企業側から見たときの適用範囲の狭さが挙げられる。狭義の定義では、CRM
を売り上げの一定割合の寄付という、短時間にその効果が表れるセールス・プロモー
ションに限定して捉えている。しかし、CRM はプロモーション戦略以外の他のマーケ
ティング・ミックス手段としても機能する。したがって、狭義の CRM のようにその
適用範囲を、セールス・プロモーションに限定するのではなく、マーケティング・ミ
ックスを構成する４P 全般に拡張して捉える必要がある。二つ目は、企業とコーズと
の関係について言及していないという点である。狭義の CRM の下では、利益提供者
である企業が能動的に働きかけ、受益者であるコーズは常に受動的にそれを待ち受け
るという１つの構図に陥る結果になっていた。両者の関係においては、一方的な関係
ではなく、コーズ側が能動性を発揮し、企業との協力関係に発展していくことが望ま
しい。 
 そこで、狭義のCRMにおけるこれらの問題点を考慮し、世良（2004）はCRMを「コ
ーズとの協力関係の下、企業がコーズ支援をすることにより、マーケティング全般の
目標達成を促進するための戦略」と定義している。また、Pringle and Thompson (1999)
はCRMを「市場に対してイメージ、製品、サービスを有する企業が、相互利益のため
に、一つまたは複数のコーズと、リレーションシップやパートナーシップを構築する
活動である」4と定義した。そして、谷本（2006）は、「CRMは社会的に意義のある活
動と支援するマーケティングである」とし、CRMには表１‐１に示しているように、
三つのスタイルがあると指摘した。 
                                                        
4 (原文)an activity by which a company with an image, product or service to market builds a 
relationship or partnership with a “cause”, or a number of “causes”, for mutual benefit. 
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表１－１ CRM の３つのスタイル 
コーズ・プログラムに基づき、商品の売り上げに応じて寄付する  
① 例）アメリカン・エキスプレスの寄付プログラム、エイボンの乳がんキャ
  ンペーン、スターバックスのイチロー・スターバックスカード・キャ
ンペーンなど 
商品の販売・広告を通して当該団体やその扱う社会的課題を知らせる  
② 例）ボディショップの人権キャンペーン、UCC の環境保護キャンペーン 
  （NGO 認証） 
NPO／NGO のロゴを商品に付け、その使用料を支払う ③ 
 例）WWF のパンダマークなど 
出所：谷本（2006）pp.218 
 
CRM の定義の流れで、Varadarajan and Menon(1988)の定義に代表されるような
「狭義の CRM」は当初 CRM の定義として一般に用いられていたが、最近の潮流とし
ては、CRM の適用範囲を広げて考えるようになってきていることを明らかにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 8
第三項 CRM の仕組み 
 
谷本（2006）は、CRM の仕組みを図１‐３のようにまとめた。 
 
図１－３ CRM の仕組み 
企 業 消費者 
CRM・社会貢献活動の展開 
・消費者をはじめとする 
 ステークホルダーから 
 り組む団体を知る 
・わかりやすい仕組みが 
 あるとかかわりやすい
NPO/NGOなどの団体
 ペーンが可能に
・単独でなしえない大きなキャン 
・寄付の獲得 
・社会的課題を知ってもらえる 
・社会的課題やそれに取 
 の支持 
出所：谷本（2006）pp.219 
 
企業側は、社会的課題に関わり、支援することで、企業市民として社会からの期待
に応えることになる。コーズ・プログラムを通して、従業員の誇りやステークホルダ
ーからの評判（reputation）が高まり、結果としてブランドを向上させる売り上げを
伸ばすことにつながる。 
NPO 側には、寄付獲得の有益な方法であり、さらに企業のマーケティング力を借り
ることで、単独ではなしえなかった大きなキャンペーンを展開することが可能になる。
そのことを通して、NPO のミッション、その扱う問題を広く人々に知らしめることが
できる。 
消費者側は、身近な商品を通して社会問題に触れることができ、間接的に支援する
ことができる。 
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第三節 CRM の位置づけ 
 
第一項 CRM とコーポレート・フィランソロピー 
 
CRMと類似した概念としてはコーポレート・フィランソロピ （ーフィランソロピー）
がある。フィランソロピーは博愛、善意を意味しメセナを含め、営利を目的にしない
企業の社会貢献（奉仕活動や寄付金拠出など）を指す5。 
Varadarajan and Menon(1988)によると、CRM をコーポレート・フィランソロピ
ーの進化として位置づけ、CRM をマーケティング活動として定義を行っている。さら
に、世良（2007）は、フィランソロピーの場合、「社会貢献を行う際に、直接的に利益
を求めてはいけないという呪縛がある」とし、フィランソロピーを「直接的な見返り
を求めない『企業の社会貢献』」と位置づけている。この両者の関係を図示すると、図
１－４のようになる。 
 
図１－４ CRM とフィランソロピーの関係 
マーケ 
ティング 社会貢献 
企業の 
CRM フィランソロピー  
出所：世良（2007）pp.31 
 
つまり、企業の社会貢献のうち、マーケティングと重なった部分が CRM であり、
重なっていない部分がコーポレート・フィランソロピーと整理することができる。 
 
 
 
                                                        
5 『電通広告事典』（2008）、総合監修：亀井昭宏、pp.274 
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第二項 CRM とソーシャル・マーケティング 
 
ソーシャル・マーケティングには、大きく２つの流れがある（荒川，1978；上原，
1999；嶋口，1984）。一つの流れは、伝統的なマーケティング・パラダイムである営
利追求型のマネジリアル・マーケティングの範囲外におかれている社会問題の解決に、
企業が積極的に取り組むべきであるとの思想のもとに展開される企業の社会貢献活動
を指す（世良，2009）。すなわち、1960 年代にアメリカで発生したコンシューマリズ
ム（消費者運動）を発祥とする、企業の社会的責任や企業市民としての社会貢献的視
点に、重点を置いたマーケティング活動である。もう一つの流れは、伝統的なマーケ
ティング・パラダイムを企業以外の非営利組織へ応用していくことを指す（世良，2009）。 
そして特に、前者の流れをソサエタル・マーケティングと呼び、区別する場合があ
る（荒川，1978）。これを図示したものが図１－５である。 
 
図１－５ 企業の社会貢献とソサエタル・マーケティングとの関係 
 
マネジリアル・マーケティング
 
ソサエタル・マーケティング
企業の社会貢献
出所：世良（2009）pp.254 
 
Kotler(2000)と Husted and Whitehouse(2002)では、CRM をソサエタル・マーケ
ティングと同義であると捉え、伝統的マーケティング・パラダイムであるマネジリア
ル・マーケティングの範囲外においている。 
一方、CRM を伝統的マーケティング・パラダイムの中で語っているものもある。例
えば、Bearden, Ingram and Laforge(2004)では、CRM を企業のアドボカシー広告が
拡張した広告手段として紹介している。さらに、世良（2009）は CRM ではコーズの
支援を通して、マネジリアル・マーケティングの目指すところである利潤極大化とい
う目的に資すると指摘し、ソサエタル・マーケティングと対峙する概念として捉えて
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いる（図１－６）。 
 
図 1－6 CRM におけるマネジリアル・マーケティングと企業の社会貢献の関係 
マネジリアル・マーケティング
企業の社会貢献 
出所：世良（2009）pp. 225 
 
第三項 「企業の社会的取り組み」における CRM の位置づけ 
 
Kotler & Lee（2005）は、企業の社会的責任（以下 CSR とする）を「企業が自主的
に、自らの事業活動を通して、または自らの資源を提供することで、地域社会をより
良いものにするために深く関与していくことである」と定義している。すなわち、企
業が「自らの意思」で、地域をより良いものにし、社会に貢献できるビジネスを選択
し実行することとしている。また、企業が社会的責任を果たすために行う主たる取り
組みを表現する際に「企業の社会的取り組み」という言葉を使い、「社会的コーズへの
取り組みを支援し、社会的責任を果たすために企業が行う主要な活動のことである」
と定義している。 
また、Kotler & Lee（2005）はコーズ・リレーテッド・マーケティングの定義を狭
義的に捉え、「企業の社会的取り組み」の中で、最も主要な６つの取り組みとして、コ
ーズ・プロモーション、コーズ・リレーテッド・マーケティング、ソーシャル・マー
ケティング、コーポレート・フィランソロピー、地域ボランティアと社会的責任に基
づく事業の実践を挙げている。 
表１－２では、マクドナルドを例にして、取り組みの中心的活動に関する情報を簡
潔にまとめている。 
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表１－２ マクドナルドの企業の社会的取り組み 
 コーズ・プロモーション コーズ・リレーテッド・ 
マーケティング 
ソーシャル・ 
マーケティング 
説明 意識向上、資金調達、ボラ
ンティアに関するプロモ
ーションを通じた社会的
コーズの支援 
製品販売、製品利用をベース
とした社会的コーズ 
収入の数パーセントを寄付と
して利用 
活動改善 
キャンペーンの支援 
例 2000 年オーストラリアの
シドニーでオリンピッ
ク・ニュース・キャンププ
ログラムを後援 
世界子供の日にビッグマック
などの特定商品の販売から１
ドル寄付に充てる取り組み
（2002 年 11 月 20 日）  
子供に対する時宜を得た
予防注射接種の促進 
 コーポレート・フィランソ
ロピー 
地域ボランティア 社会的責任に基づく事業
の実践 
説明 慈善事業や社会的コーズ
への直接的な貢献 
地域社会に対してのボランン
テア・サービスの提供 
社会的コーズを支援する
事業の実践と投資を承
認・管理 
例 深刻な病気にかかってい
る子供を持つ家族が滞在
する場所（ロナルド・マク
ドナルド・ハウス）を提供
９．１１同時多発テロの被災
地で専門家やボランティアに
食事を提供 
再利用しによる商品包装
ならびに包装材料の削減 
出所：Kotler & Lee (2005). 邦訳，pp.46～47 
 
マクドナルドの事例により、これらの取り組みではコーズ、パートナーシップ形成、
コミュニケーション・チャンネルなど幾つかの共通点が存在するが、それぞれに明確
な特徴もあることがわかった（表１－３）。 
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表１－３ ６つの企業の社会的取り組みの特徴 
企業の社会的取り組み 特徴 
コーズ・プロモーション コミュニティのコーズに対する意識や貢献を高める目的
でコーズを支援しているかどうかで分類できる； 
コーズ・リレーテッド・マーケテ
ィング（CRM） 
その企業の販売量に応じて寄付が行われる； 
ソーシャル・マーケティング 常に行動の変化を促すゴールを設定している； 
地域へのボランティア 地域のコーズ支援に、従業員のみならずフランチャイズ、
小売の組織パートナーたちの協力を必要とする； 
コーポレート・フィランソロピー 手形を切ることに加え、企業の経営資源からの物資（現物
給付）貢献を伴う； 
社会的責任に基づく事業の実践 環境や地域社会の福祉の改善に貢献する事業活動実践や
投資を実際にどう行うかが問題となる。 
出所：Kotler & Lee (2005). 邦訳，pp.55 の内容に基づいて筆者が作成したもの 
 
そのうちマーケティングに関連する活動は、人的・物的資源を提供することで消費
者の意志を向上させるプロモーションである「コーズ・プロモーション」、製品販売や
製品の活用をベースとした「コーズ・リレーテッド・マーケティング（CRM）」、主と
して広く行動改革を呼びかけることに関わる「ソーシャル・マーケティング」である。
非マーケティグ的活動としては、直接的な寄付活動に関わる「コーポレート・フィラ
ンソロピー」、従業員のボランティア活動を支援する「地域ボランティア」、そして企
業が何らかの社会的課題に向けて自主的な投資や事業活動を行う「社会的責任に基づ
く事業の実践」がある。 
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第四項 CSR の三次元における CRM の位置づけ 
 
CSR の定義については、他にもいくつかある。 
持続可能な開発のための世界経済人会議では、主題である持続的経済発展を反映し、
CSRを「生活の質を高めるために、従業員やその家族、地域社会、広い意味での社会
とともに働き、持続可能な経済発展に貢献するビジネスへのコミットメント」6として
いる。米国の企業と経営者から成立している団体、ビジネス・フォー・ソーシャル・
レスポンシビリティ（B.S.R）は、CSRを 法的、倫理的、または公的、商業的な面で、
そのビジネスは社会の期待にどの程度対応しているのか。それぞれの企業がとるビジ
ネスマナーのことである」
「
                                                       
7と定義づけている。この定義は、人や地域社会、環境に配
慮するだけでなく、倫理的価値や法的要求を満たすようビジネス上の意思決定を行う
という点で、やや範囲が広い（Kotler & Lee, 2005）。 
谷本（2006）では、CSR とは「企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、環境
や人権への配慮を取り組み、ステイクホルダーに対してアカンウンタビリティを果た
していくこと」としている。また、CSR を理解するに当たっては、企業と社会の相互
関係性から大きく捉えていくとしたら、基本的には次の３つの次元に区分することが
できるとしている。①経営活動のあり方、②社会的事業、そして③社会貢献活動であ
る。（表１－４） 
 
 
 
 
 
6 原 注 ： World Business Council for Sustainable Development, ”Corporate Social 
Responsibility,” 
http://www.wbcsd.ch/templates/TemplateWBCSD1/layout.asp?type=p&MenuId=MzI3&d 
(accessed March 25, 2004). 
7原注：Business for Social Responsibility, “Introduction,” 
http://www.bsr.org/BSRRResources/WhitePaperDetail.cfm?DocumentID=48809 (accessed 
March 25, 2004). 
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表１－４ CSR の三つの次元 
￭ CSR＝企業経営のあり方とそのものを問う 
営業活動のプロセスに社会的公正性・倫理性、 
環境や人権などへの配慮を取り組む＜戦略的取り組み＞ 
環境対策、採用や昇進上の公正性、人権対策、製品の品質や安全性、途上国で
の労働環境・人権問題、情報公開、など 
 
 
① 
経営活動の 
あり方 ➔＜法令遵守・リスク管理の取り組み＞と 
 ＜企業価値を創造する積極的取り組み＞ 
 （＝イノベーティブな取り組みの必要） 
￭ 地域の社会的課題への取り組み：社会的事業 
社会的商品・サービス、社会的事業の開発 
環境配慮型商品お開発、障害者・高齢者支援の商品・サービスの開発、エコツ
アー、フェアトレード、地域再開発にかかわる事業、SRI ファンド、など 
 
② 
社会的事業 
 
 
➔＜新しい社会的課題への取り組み＞ 
 （＝社会的価値の創造：ソーシャル・イノベーション） 
企業の経営資源を活用したコミュニティへの支援活動 
1）金銭的寄付による社会貢献 
2）製品・施設・人材等を活用した非金銭的な社会貢献 
3）本業・技術等を活用した社会貢献（コーズ・マーケティングも含む） 
 
③ 
社会貢献活動 
➔＜戦略的なフィランソロピーへの取り組み＞ 
出所：谷本（2006）pp.69 
 
そして、世良（2007）は、図１－７のように、CSR は同じく３層構造で捉えること
ができるとし、CRM は一番外側の層である「企業の社会貢献」をコミュニケーション
したものであると指摘した。 
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図１－７ CSR 構図と CRM 
企業の社会貢献 
 CRM 
コミュニケーション
 企業倫理 
 
企業コンプライアンス 
 
出所：世良（2009）pp.251 
 
また、世良（2009）は、CRM を通して社会貢献をコミュニケーションすることに
よって、企業の売上増、ブランド構築とプロモーション効果があると指摘した。 
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第二章 コーズ・リレーテッド・マーケティン
グと消費者行動 
 
第一章では、コーズ・リレーテッド・マーケティング（CRM）の起源、定義と位置
づけについて論じてきた。CRM はマーケティング・プログラムとして、消費者の自社
の製品（またはサービス）の購入とコーズへの寄付をつなげるとこによって、企業の
イメージを向上させることと、慈善事業へ援助することという二つの役割を果たすこ
とを目標としている（Varadarajan and Menon, 1988）。 
そして、CRM が広範囲に取り入れられた現在、継続的な CRM への取り組みは、消
費者の企業経営努力に対する信頼へとつながり、CRM を実施する企業での購買が消費
者にとって便利な社会貢献方法として定着してきている。本章では、その「背景」を
検討した上で、「現象」の面を先行研究を通して見ていく。 
 
第一節 CRM が消費者に受け入れられる背景 
 
本節では、CRM が消費者に受け入れられる背景に焦点を当て、消費者の内面と外面
の二つの方向から探っていく。まずは、消費者の内面の変化として、CRM を支えてい
る社会的消費者（間々田，2000）が誕生した理由について分析する。続いて、外面か
ら、企業の地位の相対的な上昇について言及したい。 
 
第一項 社会的消費者の誕生 
 
イギリスの調査会社 MORI によると、３割のイギリス人が倫理的な理由で製品を選
択またはボイコットしたという結果が出ている（Adkins, 1999）。同様に、アメリカに
おいても、購入購買決定に際して、企業行動の倫理性は重要な関心ごとであるとの調
査結果が出ている（Creyer and Ross, 1997）。また、世良（2002）の調査において、
「どんなに価格が安く、品質がよくとも、社会的責任を果たしていない、反倫理的な
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企業の製品は購入しない」という質問に対して 43.2％の学生が「購入しない」と回答
した。 
間々田（2000）は、以上のように、消費の社会的な側面について十分な認識をもち、
それに基づいて消費行動を行える消費者を「社会的消費者」（socialized consumer）と
名付けている。 
以下は、このような CRM を支える社会的消費者誕生の背景について考察したい。 
 
１．マズローの欲求 5 段階説をもとにした説明 
 
（１）ニーズとウォンツ／欲求と願望 
エモリー大学のシェスは、ニーズ（欲求）とは“満たされていない状態（unsatisfactory 
condition）”であり、消費者はそれを改善するために何らかの行動を起こすという。
そして、ウォンツは最低限度満たされた状態から、より高度な満足を得たいという願
望であると説明する。また、オーバン大学のソロモンは、ニーズは“基本的欲求”で
あり、ウォンツは“消費者が社会経験において学んだ欲求を満たす一つの方法”であ
るという。つまり、ソロモンによればニーズを満足させる具体的な形がウォンツとい
うことになる。同じニーズを持つ消費者でも、その消費者を取り巻く環境や過去の経
験、価値観、経済的・物理的許容度、ライフスタイルなどによって、異なるウォンツ
が発生する。 
 
（２）マズローの欲求５段階説（Maslow’s Hierarchy of Needs） 
人間の欲求を大きく分けると、一次的な欲求と二次的な欲求の 2 つに分けることが
できる。一次的な欲求は生理的な欲求であり、飢え、渇きなどの人間の生存に不可欠
なものである。二次的な欲求は承認、所属、愛情、達成、金銭などへの欲求であり、
経験や学習を通じて獲得した社会的な欲求を主とする。マズロ （ーMaslow,1970）は、
これらの欲求を 5 つに整理し、階層的にモデル化を行った（秋山，1997）。 
マズローによれば、人はみな同じニーズを経験し、そのニーズは生きるために必要
な生理的ニーズから自己を高める心理的ニーズに至る階層構造になっているという。
また、基礎的なニーズが満たされると次の段階のニーズが発生すると説いている。５
段階のニーズは以下の通りまとめることができる。（図２－１） 
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図２－１ マズローの欲求５段階説 
１． 生理的欲求 
 
４．尊重欲求 
５．自己実現の欲求
３．社会的欲求・愛情欲求
２．安全の欲求 
出所：平久保（2005）pp.90. 
  
消費者がマズローの欲求の階層を上がるにつれて、社会性を考慮した消費が行うこ
とになる。そのため、Adkins(1999)及び Pringle and Thompson(1999)は、マズロー
の欲求５段階説をもとに、消費者の欲求の変化が、CRM が受け入れられる土壌を作っ
ていると指摘している。世良（2002）はこのようなマズローの欲求段階を上がること
によって行われる社会的消費を、「マズロー的社会消費」と名づけた。 
Pringle and Thompson(1999)は、多くの消費者がマズローの欲求階層の段階を上が
っている証拠として以下の 2 点を指摘している。一つは、所得階層間における耐久消
費財の所有率に差がなくなっている点である（イギリス）。このことから、所有の欲求
が充足されつつあることがわかる。また二点目として、その運用成績は芳しくないの
にもかかわらず、英米において倫理ファンドの運用希望が拡大し続けている点を挙げ
ている。このことから、社会的消費が実際に行っていることがわかる。 
 
２．ヴェブレンの「衒示的消費」理論をもとにした説明 
 
上述のように、自身の欲求がマズローの提示する欲求段階の上位に位置しているた
めに、社会性を追求する場合がある。一方、自身の欲求からではなく、ステイタスを
求めて、社会性を考慮した消費をする場合も考えられる（世良，2002）。 
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（１）社会的役割と購買行動 
購買状況における購買者の社会的役割は、商品を選択する場合、社会的地位との関
連における自我イメージと製品イメージを結合することによって、現在の社会地位ま
たは到達したいと望んでいる社会的地位を誇示するというかたちをとって示される。
すなわち、かつてこの点について Martineau は、「われわれが購入するあらゆる物は、
われわれがどのような種類（地位）の人間であるかと他の人びとに対して伝達し、そ
れを広く社会にデモンストレーションする助けとなる」と述べている。さらに Levy
は地位シンボルと関係において、「さまざまな用途に使用される製品は、かつてそうで
あったよりも生活の多方面にわたって受け入れられている。これらの製品が地位シン
ボルとしての特徴を備えておればなおのこと、この種の製品はそうでない製品に比べ
て躊躇することなく容易に選択される。．．．．．．われわれの行う商品選択は、慣習に従
って、或いは一見衝動的であっても、いずれにおいても容易に行われている。なぜな
らば、ある製品は他の製品に比較して、われわれの目標、感情及び自己決定に対して、
シンボルとしての機能を付与するからである」と述べている。このような地位シンボ
ルとしての商品選択は今日では相当崩れているとはいえ、個性化という点において、
自己のおかれている地位を含めた自我イメージと製品イメージとの一致による商品選
択の容易性は、今日においても通用する考え方であると考えられる（塩田，2002）。 
このように、商品の購買状況における社会的役割は、購入商品を通じて自我イメー
ジを確認し、また逆に、自我イメージに見合った商品を購入することによって、自己
のおかれている地位或いは個性を他の人達に誇示することである。つまり、自我イメ
ージに見合った購買行動を行うことによって、自己のおかれている社会的地位或いは
個性を他の人達に誇示するとともに、それを自ら確認することである（塩田，2002）。 
 
（２）ヴェブレンの「衒示的消費」理論 
ヴェブレンは『有閑階級の理論』（1899 年初版）の中で、さまざまな消費財は使用
価値を持った有用なモノであるとともに、それを消費する人についての社会的ステイ
タスを表現する記号でもあると述べ、そうしたステイタスを表示するために行われる
消費を「衒示的消費」と呼んだ。これは、近代社会以前の社会において「有閑階級」
と呼ばれる階層の人びとが自己の富や名声を誇示することを目的に行った浪費的な財
の消費を示すことばであるが、そのような「誇示的」「見せびらかし」の消費は、近代
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社会では上層階層だけでなく中下層の階層でも行われるという。このような消費は「浪
費」であり「無駄」であるが、差異化を通して自己の社会的ポジションを確立するこ
とへの強制が都市社会において特に顕著である（岡本，1993）。 
また、世良（2002）は、「モノが行き渡っていない時にはモノを持つことを自体がス
テイタスを意味していた。しかし、豊饒の時代になり、モノが行き渡ると、モノを所
有することのステイタス的な意味は軽減されてきた。そして、所有することに代わる
ステイタス・シンボルとして、呱々の声をあげたのが、社会性をもった消費である。」
と述べている。さらに、彼はこのようなステイタスを考慮した社会的消費を「ヴェブ
レン的社会消費」と名付け、「ガソリン」と「電気」のハイブリッド・カーの代名詞的
な存在である「プリウス」という環境性を強調した車を例にとって説明し、消費者に
とってプリウスに乗ることの意味として次の３点が考えられると指摘した。 
第一に、その燃費の良さといった使用価値による欲求充足である。第二に、マズロ
ーの欲求段階の上位に位置するようななったために芽生えた社会性に対する欲求から
環境への配慮という自分自身の欲求充足の意味が考えられる。これらに加えて、第三
に、環境志向の消費行動を行うことが、ステイタスとなっているため、環境配慮を行
っていることのステイタス・シンボルとしての、衒示的消費の意味も含まれる。公共
団体が公用車をすべてハイブリッド・カーに変更するこっとの意味の一部にも、この
「社会性のアピール」があると考えられる。 
 
３．マズロー的社会消費とヴェブレン的社会消費 
 
世良（2002）は、以上で述べてきたように、社会性をもった消費欲求は二つの方向
からの変化によって誕生したと考えることができると指摘した。一つは、マズローの
欲求段階を上がることによって生じた自らの消費欲求の変化による、マズロー的社会
消費欲求によるものである。もう一方は、ヴェブレンの衒示的消費の対象としてのモ
ノに代わる新たなステイタスとしての地位を得た「社会性をもった消費」に対する欲
求を意味するヴェブレン的社会消費欲求によるものである。 
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４．まとめ 
 
Adkins(1999)及び Pringle and Thompson(1999)は、消費者の欲求変化の原因を、
マズロー的社会消費欲求のみに帰している。また、「社会的消費者」と名付けた間々田
（2000）においても、社会的消費者を消費者の社会的な側面について十分な認識をも
ち、それに基づいた消費行動を行える消費者と捉えている。両者共通している点は高
邁な社会志向を持った消費者の登場を、消費者の欲求変化の源泉と捉えている点であ
る。 
しかし、世良（2002）は、ステイタスを求めたヴェブレン的社会消費欲求も含めて、
CRM が盛んになる背景を捉える必要があると指摘した。外面的には、消費者自身のマ
ズロー的社会消費基準によって、社会性をもった消費行動を行っている場合と、ヴェ
ブレンが指摘するような社会性をもった消費行動を行っている場合とを区別すること
はできない。しかし、消費者の欲求変化の原因について考える際、消費者自身のマズ
ロー的社会消費欲求と、対外的なステイタスを考慮したヴェブレン的社会消費欲求の
うち、単純にどちらか一方の動機によると考えるより、両方の動機が混在していると
考えるほうが自然であるとしている。 
 
第二項 企業地位の相対的上昇 
 
CRM が盛んに行われる背景として、消費者の欲求の変化とともに、企業の地位の相
対的上昇があげられる。このことを示すデータとして、図２－２のように企業の規模
を収益の面から捉え、その数値を国家の GDP と比較したデータがある(Adkins 1999)。
この図２－２から、多くの企業が国家の G D P をも、凌駕する規模を誇っていること
がわかる。このことから、規模の面での企業が及ぼす影響力の大きさがうかがえる。 
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図２－２ 国家と企業のパワー比較（GDP によりランク付けされた国家と収益によりラン
ク付けされた企業との比較）（単位：10 億ドル）
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出所：Adkins, Sue (1999), pp.18.8 
 
さらに、規模の面だけでなく精神的にも企業の存在の大きさを示したデータとしでは、
図２－３がある(Adkins,1999)。これは、英国において 「大いに信頼がおける」と回
答した人の割合を団体ごとに比較したものである。キリスト教国である英国において、
教会に信頼がおける人は、わずか 25％であるのに対し、米国企業であるケロッグに信
頼がおけると回答した人の割合は 84％にも達している。 
また、Pringle and Thompson (1999)においても、The Henley Centre が英国で行っ
た同様の調査結果を紹介している。そのデータによると、協会に対して、1983 年には
信頼がおけると回答した人は 52％であったが、1998 年には 30％にまで低下している。
一方、調査対象企業の中でもっとも信頼度が高い Marks & Spencer は 80％の信頼度
を獲得している。 
これらのデータから、企業の地位は規模の面だけでなく、その信頼度という面から
                                                        
8 GDP の数値は World in Figures 1995 による。企業収入は Fortune Magazine, 26 July 1996
による。 
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も向上していることがわかる。 
 
図２－３ 団体ごとの信頼度の比較（単位：％） 
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出所：Adkins, Sue (1999), pp.74. 9 
 
第三項 まとめ 
 
 Adkins(1999)及び Pringle and Thompson(1999)は、マズロー欲求５段階説上の欲
求高度化と、企業の地位の相対的上昇が相まって、CRM が盛んに行われる土壌が醸成
されているとしている。 
 また、世良（2002）は、これにヴェブレン的社会消費欲求をも含めて、「マズロー的
社会消費欲求」と、「ヴェブレン的社会消費欲求」と、「企業の相対的地位の向上」が
三位一体となったことが、CRM が消費者に受け入れられる背景にあるとしている。こ
のような背景の下、社会貢献したいが、自分の懐を痛めるのが嫌な消費者（Dwek 1992, 
Nichols 1990）と企業との間で、当然の帰結として盛んになってきたのが CRM であ
                                                        
9 Adkins, Sue(1999)によると、このデータの出所は The Henley Centre, Planning for Social 
Change(1997/98)である。 
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る。 
さらに、世良（2002）は、CRM がどのようにこれらの消費者の社会的欲求に資す
るかについて、アメリカン・エキスプレス社の「Charge Against Hunger」との CRM
キャンペーンの事例を通して以下のように説明している。 
 マズローの欲求段階の上位に位置するようになったことから、贅沢な消費をするこ
とに対する罪悪感が生ずる場合が想定できる。例えば、高価なランチを食べたことに
対する罪悪感が生じたとする。そのとき、アメリカン・エキスプレス・カードで決済
することにより、「Charge Against Hunger」という CRM キャンペーンを通して、飢
餓救済運動に寄付がなされる仕組みが組まれていることにより、消費者はその罪悪感
を払拭することができる（Pringle and Thompson，1999）。換言すれば、マズロー的
社会消費欲求が満たされることになる。さらに、この「Charge Against Hunger」が
周知されていれば、アメリカン・エキスプレス・カードを使用することにより、自分
が飢餓問題に関心を寄せていることをアピールすることができ、ヴェブレン的社会消
費欲求をも充足しうることになる（世良，2002）。 
また、このような CRM による心理的負担軽減効果について言及した研究がある。
Strahilevits and Myers (1998)は製品を、楽しみのために消費される娯楽品 (frivolous 
products) と、目的の為に消費される実用品 (practical products)に分類し、調査を実
施している。その結果、娯楽品を消費することによる罪悪感に起因して、チャリティ
によるインセンティブは、実用品よりも、娯楽品において、より有効であるとの結論
を導出している。例えば、贅沢なフランス料理は、楽しみとともに、贅沢をしすぎた
という罪悪感を創出し、この二つの混ざり合った感情が、利他的行動に対する欲求を
補完するとしている。その結果、贅沢な夕食がチャリティに対する寄付への誘因とな
る。 
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第二節 CRM と消費者行動に関する先行研究 
 
CRM に関する初期的な研究として、Varadarajan & Menon (1988)の研究があげら
れる。同稿では、CRM をコーポレート・フィランソロピーから進化したマーケティン
グ戦略とし、CRM を定義した上で、CRM がマーケティング戦略としての管理面の
（managerial）要素として、表２－１のようにまとめている。 
 
表２－１ CRM 戦略に関する管理的要素 
・企業／ブランドイメージの向上 
企業関連の目的 
・販売促進（利益の向上） 
・消費者の購買行動につながるコーズへの貢献を促進する 
コーズ関連の目的 
・コーズへの直接な貢献を促す 
・企業とコーズのそれぞれ独立を保つ関係                   
(Arms-length relationship between firm and cause) 近接度（proximity） 
・企業とコーズの間の相互作用 
・長期 
・中長（短）期 （medium term） プログラム実施期間の長さ 
・短期 
・一つの企業と一つのコーズ 
・一つの企業と複数のコーズ 
・複数の企業と複数のコーズ 
プログラムに参加する 
団体の数 
・複数の企業と一つのコーズ 
・組織レベル 
・プロダクト・ライン／製品区分レベル 企業とコーズの提携のレベル 
・ブランドレベル 
・提携する企業の製品のイメージと一致する 
・提携する企業の製品の特性と一致する 
支援先コーズの特性 
・企業のターゲットとするマーケットの人口特性
（demographics）と一致する 
 27
・全国範囲／（特定の）地域／地元範囲のプログラム プログラムを実施する地域の
範囲とコーズ地域性 ・全国範囲／（特定の）地域／地元範囲のコーズ 
・戦略的なツール（strategic tool） 
・準戦略的なツール（quasi-strategic tool） プログラムの本質 
・戦術的なツール(tactical tool) 
・プログラム実施前（支援先コーズと企業の一致性；提案プロ
グラム自体） 評価 
・プログラム実施後（プログラムの効果；コーズへの影響） 
出所：Varadarajan & Menon (1988), pp.63, Table 2 に基づいて、筆者が一部加筆修正 
 
これらの要素に基づいて、本節では CRM 戦略の効果、すなわち、消費者の態度や
購買行動（購買意図）に影響を与える先行研究を紹介していく。 
 
第一項 消費者の態度への影響に関する先行研究 
 
１. Ross, Patterson and Stutts (1992)の研究 
 
 消費者の性別と支援先コーズの地域性（全国範囲／地元範囲；national cause vs. 
local cause）が消費者の企業に対する態度と支援先コーズに対する態度への影響につ
いて、アメリカのある大都会の 238 人の大人（18 歳以上）を対象に調査を行った。 
 その結果、全体的に消費者のコーズに支援する企業に対して好意であることを明ら
かにした。また、地元範囲の支援先を選んだほうが全国的に展開している支援先を選
ぶより、消費者の企業への態度とコーズへの態度に好影響をもたらしている。一方、
性別に関しては、女性の方が男性よりも CRM に対して高い評価を与えている。さら
に、子供のいる人の方が、子供のいない人より CRM に対して好意であった。 
 
２. Ellen, Mohr and Webb (2000)の研究 
 
消費者の CRM キャンペーンへの評価へ影響を与える要因として、①寄付状況（「天
災」と「進行しているコーズ（ongoing cause）」、②企業のコアビジネスとコーズへの
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提供物の一致度（congruency）、③コーズへの寄付形態「モノ vs.現金」及び、④企業
のコーズに対するコミットメントを取り上げて、調査を行った。 
①寄付状況として、「天災」と「進行しているコーズ」とでは、天災時に援助を行う
方が、進行しているコーズを支援するより、より好意的に受け取られるとの仮説を立
て、調査の結果、仮説は、支持されている。この天災の場合は、緊急性があり、より
関与度の高いコーズと捉えることができると説明している。 
 ②「企業のコアビジネス」と「コーズへの提供物」との一致度に関して、同稿では
その一致度が低いほど、利他的と見られるとの仮説を立てた。その上で、食料品店
（grocery store）と、ホーム・センター （building supply store）に対して調査を行
った。この場合、この仮説を援用した場合、自らの店で販売しているものを提供する
と、利己的な理由で行っていると捉えられるということになる。その結果、食料品店
においては、仮説は棄却されたが、ホーム・センターに関しては、10％水準という弱
い支持を得ている。この結果について、同稿では、食料品店に関しては、コーズへの
支援が広く認知されているため、その提供物が自らの商品であっても、否定的に捉え
られないと説明している。 
③コーズへの寄付形態では、現金とモノによる違いがあげられる。同稿では、モノ
の寄付をした場合、現金を寄付するより、努力を要するため、より利他的であると評
価されると指摘している。 
④企業のコーズに対するコミットメントが与える影響を測るため、単に消費者から
寄付を集めてコーズヘ提供する場合と、その集めた寄付額と同額を企業が上積みして
コーズヘ提供するという、いわゆるマッチングギフトを実施する場合とを比較調査し
た。その結果、消費者の評価には、統計的に有意な違いは見られなかった。つまり、
マッチングギフトは、消費者側の評価は得られなかったことになる。 
 
３. Broderick, Jogi and Garry (2003)の研究 
 
CRM 活動に対する消費者の知覚と関与度に関する定性的調査を行った。小売業の
ASDA（スーパー・マーケット）と製品ベース企業の AVON（化粧品会社）が長年に
わたって行われた乳がん早期発見啓発（Breast Cancer Awareness）キャンペーンの
ケース・スタディーを通して、消費者のヒアリングを実施した。 
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回答者の答えによると、支援先コーズとの感情レベルの個人的な関与が消費者の
CRM キャンペーンへの反応を差別化する重要な要因である。また、この調査の結果で、
コーズ側の信用性（credibility）が消費者の CRM キャンペーンへの評価に対して重要
であることと、CRM に取り組んだ企業に対して消費者がポジティブな評価を持つこと
を明らかにした。 
 
４. Dwane (2003)の研究 
 
 Dwane (2003)は CRM における企業の慈善事業への寄付が消費者の購買行動に寄与
しているため、消費者は企業の無条件的な寄付のほうが利他主義的な活動として捉え、
CRM が企業イメージに逆効果をもたらす可能性があると指摘している。 
そのため、Dwane (2003)は企業の社会的責任に関するレピュテーションが異なった
（当該企業が良心的である／普通である／無責任である）場合、企業の寄付形式（CRM
を通した寄付／無条件的な寄付）が消費者の企業に対する評価への影響、企業の利益
追求志向への知覚、企業の社会への取り組みが良いマネージメントと一致するどうか
について、調査を行った。消費者の反応は対比効果（contrast effect）と帰属理論
（attribution theory）をもとに予測されている。 
そして、消費者は社会貢献に熱心な企業に最も好意的であることを明らかにした。
また、社会的責任に関して無責任である企業（irresponsible firms）は寄付形式にかか
わらず寄付することによって消費者の好感を強めた；レピュテーションが普通な企業
は無条件的な寄付活動を行うことによって消費者の好感を強めたが、収益と関係する
寄付活動（CRM）を行うことによって企業のイメージへの悪い影響がなかった；良心
的であると思われる企業の場合、無条件的な寄付活動を行うことで消費者の態度にあ
まり影響を与えなかったが、CRM を行うことで消費者の反感を招いたという調査結果
を導出している。 
 
５. Lafferty, Goldsmith and Hult (2004)の研究 
 
Lafferty, Goldsmith and Hult (2004)は CRM を、短期的なセールス・プロモーショ
ンの手段ではなく、企業のコーポレート・イメージを向上させるための長期的なパー
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トナーシップとして捉え、コーズ・ブランド提携（cause-brand alliances，以下「CBA」
と表記）を取り上げている。 
そして、態度接近性（attitude accessibility）理論、適合性（congruity）理論、情
報統合（information integration）理論をベースに、Simonin and Ruth(1998)のモデ
ルを援用して、コーズ・ブランド提携（CBA）を通した消費者のコーズ及びブランド
へ態度の変化について、図２－４のように提案している。 
 
図２－４ Lafferty, Goldsmith and Hult (2004)の仮説モデル 
 
出所：Lafferty, Goldsmith and Hult (2004), pp.512. 
 
提案されたモデルには、コーズ・ブランド提携への態度に影響を与える四つの先行
要因が挙げられている。それぞれは「コーズへの事前態度」、「ブランドへの事前態度」、
「ブランドとコーズの名前の適合度」、「コーズと製品カテゴリーの適合度」である。 
さらに、同稿ではブランドに関する研究の中で、モデレータ変数としてよく使われ
ている「親しみ度（familiarity）」を、消費者の直接的または間接的な経験によって蓄
積された情報であると定義し(Alba & Hutchinson, 1987; Bettman & Sujan, 1987; 
Holden & Vanhuele, 1999)、初めて CRM 研究分野において、「コーズへの親しみ度」
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のモデレーティング効果を測定した。（図２－５） 
 
図２－５ コーズへの親しみ度のモデレーティング効果 
 
出所：Lafferty, Goldsmith and Hult (2004), pp.516. 
 
 調査はアメリカの東南部のある大学のマーケティング専攻の学部生 620 人（有効回
答数：463 人）を対象に、３つのセッション（セッション１：コーズへの態度（前）、
ブランドへの態度（前）とコーズへの親しみ度の測定；セッション２：ブランドとコ
ーズの名前の適合度、コーズと製品カテゴリーの適合度と CBA への態度の測定；セッ
ション３：CBA を通したコーズ・ブランドへの態度の測定）に分けて実施した。また、
CBA はセッション２で印刷広告の形式で被験者に提示した。 
 分析の結果、H1(a),H1(b),H2(a),H2(b),H3,H5(a),H5(b) H6(a),H6(c),H6(d)は支持さ
れて、H4とH6(b)は支持されなかった。 
つまり、コーズへの事前態度とブランドへの事前態度はCBAの効果を測定する上に
重要である。そして、コーズへの態度とブランドへの態度はCBAを通して、大きな影
響を与えられている。さらに、ブランドとコーズの名前の適合度が高いほど、コーズ・
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ブランド提携（CBA）への態度に好影響を与えることが明らかにされている。一方、
コーズと製品カテゴリーの適合度がCBAへの態度に与える影響が確認できなかった。
それはコーズが製品と同じようにきれいにカテゴリーによって分類できないからであ
ると説明されている。 
そして、コーズへの親しみ度のモデレーティング効果については、コーズへの親し
み度が高いほど、CBA への態度がコーズへの態度とブランド態度に大きな影響を与え
ている。また、コーズへの親しみ度が高いほど、コーズへの事前態度が CBA への態度
に大きな影響を与えている。 
 
６．Lafferty and Goldsmith (2005)の研究 
 
 Lafferty, Goldsmith and Hult (2004)の研究に基づき、Lafferty and Goldsmith 
(2005)は被験者をコーズへの親しみ度の高さで分け、コーズとブランドと提携する前
後の、コーズへの態度やブランドへの態度の変化を、平均値によって測定した。（図２
－６） 
 
図２－６  
 
出所：Lafferty, Goldsmith and Hult (2004), pp.516 と Lafferty, Goldsmith and Hult (2004)の内容に基
づいて、筆者が作成 
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 その結果、コーズへの親しみ度の高低にかかわらず、ブランドへの態度は CBA を通
してプラスの影響を与えられているということが明らかにされた。一方、コーズへの
親しみ度の高い者は CBA によるコーズへの態度が高めることはなく、コーズへの親し
み度の低い者はコーズへの態度を高めることが明らかにされた。 
 
７． Brink, Odekerken-SchrÖder and Pauwels (2006)の研究 
 
 Brink, Odekerken-SchrÖder and Pauwels (2006)は Varadarajan & Menon (1988)
の研究で取り上げられた「戦略的 CRM」と「戦術的 CRM」を、Pracejus and Olsen 
(2004)、Till and Nowak (2000)、Macleod (2001)、Welsh (1999)の研究に基づき、図
２－７のようにまとめた。 
 
図２－７ 戦略的 CRM と戦術的 CRM（概略図） 
 
出所：Brink, Odekerken-SchrÖder and Pauwels (2006), pp.16  
 
そして、図２－７で挙げられた「戦略的 CRM」と「戦術的 CRM」の４つの区別要
素が、消費者のブランド・ロイヤルティへの影響を、消費者にとって関与度の高い製
品と関与度の低い製品に分けて調査を行った。 
調査の結果、まず、「戦略的 CRM」と「戦術的 CRM」の４つの要素の中、キャンペ
ーンの実施期間の長さだけが「戦略的 CRM」と「戦術的 CRM」の区別を付けた。そ
して、低関与の製品に対して長期的な CRM を行う場合、消費者のブランドへのロイ
ヤルティが高められた；短期的な CRM の場合、製品の関与度にかかわらず、ブラン
ド・ロイヤルティへ影響を与えなかった。 
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８． Grau and Folse (2007)の研究 
 
 Grau and Folse (2007)は多くのCRM活動がコーズ（社会貢献活動）への関与度の高
い消費者を対象に行ってきたと指摘している。同稿では、特にコーズ（社会貢献活動）
への関与度の低い消費者にとって有効なCRM要素を探ることを目的としている。そし
て、①CRMキャンペーンの支援先コーズの地域性（全国範囲vs.地元範囲）と②コミュ
ニケーション手段としての広告でのメッセージ構築（message-framing）の影響を２
つの実験で、調査を行った 10。 
 同稿は、コーズへの関与が高い消費者は関与が低い消費者より、CRM キャンペーン
への態度が好意的で参加意欲が高い；地元範囲の支援先コーズの場合は全国範囲のコ
ーズの場合より、消費者の CRM キャンペーンへの態度が好意的で参加意欲が高い；
さらに、コーズへの関与が低い消費者にとって、支援先コーズは地元であるほうが、
キャンペーンへの態度が好意的で参加意欲が高いが、コーズへの関与が高い消費者に
とって、地元範囲のコーズと全国範囲のコーズとの差がない、という３つの仮説を立
てている。調査の結果は表２－２にまとめている。 
 
表２－２ 実験①の調査結果 
  CRM キャンペーンへの態度 CRM キャンペーンへの参加意欲
消費者の支援先コーズへの関
与度（「高関与」vs.「低関与」） 
有意な差が見られなかった
コーズへの関与が高い消費者の
ほうが、CRM キャンペーンへの
参加意欲が高かった 
支援先コーズの地域性 
（「全国範囲」vs.「地元範囲」） 
地元範囲のコーズを支援し
たほうが、CRM キャンペー
ンへの態度が好意であった 
有意な差が見られなかった 
「支援先コーズへの関与が低
い消費者」：「全国範囲のコ
ーズ」vs.「地元範囲のコーズ」 
地元範囲のコーズを支援し
たほうが、CRM キャンペー
ンへの態度が好意であった 
地元範囲のコーズを支援したほ
うが、CRM キャンペーンへの参
加意欲が高かった 
                                                        
10本章は CRM が消費者行動に与える影響を論議するので、ここでは実験①について詳しく紹
介する。また、実験②については、第三章で詳しく紹介する。 
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「支援先コーズへの関与が高
い消費者」：「全国範囲のコ
ーズ」vs.「地元範囲のコーズ」 
有意な差が見られなかった 有意な差が見られなかった 
出所：Grau and Folse (2007), pp.22-24 の内容に基づいて、筆者がまとめたもの 
 
９． Nan and Heo (2007)の研究 
 
 Nan and Heo (2007)はブランド・コーズ適合度（brand-cause fit）を、製品の総合
的な認知とコーズへの全体的な知覚の間の関係であると定義している（例えば、オレ
ンジ・ジュースと健康ダイエット研究協会はコーズ・ブランド適合度が高い；オレン
ジ・ジュースと交通安全研究協会はコーズ・ブランド適合度が低い）。 
同稿では、さまざまな印刷広告（「CRM メッセージを含んだ広告」vs.「CRM メッ
セージを含んでいない広告」、「コーズ・ブランド適合度が高い CRM の広告」vs.「コ
ーズ・ブランド適合度が低い CRM の広告」）を使って、消費者の広告への態度、ブラ
ンドへの態度と企業への態度に与える影響を測定している。さらに、ブランド意識
（brand consciousness）の高い消費者とブランド意識の低い消費者に分けて、コー
ズ・ブランド適合度が消費者態度への影響を測定している。 
調査は大学生 100 人を対象に、３つのグループに分けて行った。調査で使った製品
ブランド、企業とコーズは全部架空のものであった。それぞれのグループにブランド・
コーズ適合度が高い CRM の印刷広告、ブランド・コーズ適合度の低い CRM の印刷広
告、CRM メッセージを含んでいない印刷広告を提示し、調査票を答えてもらった。 
調査結果（表２－３）でわかるように、コーズ・ブランド適合度にかかわらず、CRM
メッセージを含んだ広告は企業へのより好意的な態度をもたらすことができる。しか
し、コーズ・ブランド適合度の高低が消費者の態度に影響与えなかった。それはコー
ズ・ブランド適合度が単純に製品（ブランド）と支援先コーズの名前で決められない
からであると説明されている。さらに、消費者のブランド意識はモデレータとして、
コーズ・ブランド適合度と消費者の広告及びブランドへの態度の間で働いていること
が明らかにされた。ブランド意識の高い消費者は、コーズ・ブランド適合度に敏感的
で、適合度の高いほど広告及びブランドへの態度が好意的である。一方、ブランド意
識の低い消費者にはコーズ・ブランド適合度の影響が見られなかった。 
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表２－３ 調査結果 
 広告への態度 ブランドへの態度 企業への態度 
「コーズ・ブランド適合度が
高い CRM の印刷広告」vs.
「CRM メッセージがない印
刷広告」 
有意な差が見られ
なかった 
有意な差が見られな
かった 
「コーズ・ブランド適合度
が高い CRM の印刷広告」
のほうが、企業へのより好
意的な態度をもたらす 
「コーズ・ブランド適合度が
低い CRM の印刷広告」vs.
「CRM メッセージがない印
刷広告」 
有意な差が見られ
なかった 
有意な差が見られな
かった 
「コーズ・ブランド適合度
が低い CRM の印刷広告」
のほうが、企業へのより好
意的な態度をもたらす 
「コーズ・ブランド適合度が
高い CRM の印刷広告」vs.
「コーズ・ブランド適合度が
低い CRM の印刷広告」 
有意な差が見られ
なかった 
有意な差が見られな
かった 
有意な差が見られなかった
「消費者のブランド意識（高
vs.低）」×「コーズ・ブラン
ド適合度（高 vs.低）」 
ブランド意識の高
い消費者は、コー
ズ・ブランド適合度
が高いほど広告へ
の態度が好意的で
ある；ブランド意識
の低い消費者には
コーズ・ブランド適
合度の影響が見ら
れなかった 
ブランド意識の高い
消費者は、コーズ・
ブランド適合度が高
いほどブランドへの
態度が好意的であ
る；ブランド意識の
低い消費者にはコー
ズ・ブランド適合度
の影響が見られなか
った 
消費者のブランド意識とコ
ーズ・ブランド適合度の相
互作用が見られなかった 
出所：Nan and Heo (2007), pp.68-70 の内容に基づいて、筆者がまとめたもの  
 
１０． Youn and Kim (2008)の研究 
 
 CRM 活動を支援先コーズの特徴（「特定少数の人のためのコーズ（minority-related 
causes）」と「大衆のためのコーズ（general charitable causes）」）で分けて、消費者
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の CRM 活動への取り組みを向社会的行動（pro-social behavior）として捉え、調査を
通して CRMを支持する消費者の形成要因を「サイコグラフィック要因（psychographic 
factors）」、「デモグラフィック要因（demographic factors）」と「過去の向社会的行動
（previous pro-social behaviors）」で分析している（表２－４）。 
 
表２－４ CRM 活動を支持する消費者の形成要因の分析 
  
特定少数の人のための 
コーズを支持する消費者 
大衆のための 
コーズを支持する消費者 
● デモグラフィック要因 
性別 × × 
年齢 × （－） 
教育 × × 
収入 （－） × 
● サイコグラフィック要因 
統制の所在         
（locus of control） 
× 
外的統制（externals） 
（＋） 
自信            
（self-confidence） 
× × 
公的自己意識        
（public self-consciousness） 
（＋） （＋） 
対人的信頼感 
（interpersonal trust） 
× （＋） 
広告に対する懐疑
（advertising skepticism） 
× 
（－）広告に対して懐疑的で
ある消費者のほうが支持する
責任感（個人的・社会的）
（personal and social 
responsibility） 
（＋） （＋） 
信仰            
（religiosity） 
× （＋） 
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社会的ネットワーク  
（social networks） 
× （＋） 
● 過去の向社会的行動 
慈善事業への貢献  
(charitable contributions) 
（＋） （＋） 
市民活動          
（civic engagement） 
× （＋） 
出所：Youn and Kim (2008), pp. 128-130 の内容に基づいて、筆者がまとめたもの  
 
第二項 消費者の購買行動（購買意図）への影響に関する先行研究 
 
１． Barone, Miyazaki and Taylor (2000)の研究 
 
Barone, Miyazaki and Taylor (2000)は CRM の消費者への影響を３段階に分けてい
る。第１段階、Brown and Dacin (1997)が示唆しているように、CRM がスポンサー
企業に対する消費者の態度に影響を与えるとしている。第２段階、同じく Brown and 
Dacin (1997)が示唆しているように、第１段階において形成された消費者の態度が、
製品属性に影響を与え、企業の提供する製品の評価を左右するとしている。第３段階、
製品選択へ影響を与えるとしている。 
そして、CRM の製品選択への影響が、「企業のコーズへの支援動機」によって、い
かに変わりうるかを調査している。 
   まず、同稿では、同質の製品における製品選択時の CRM の影響についで調査して
いる。その結果、同質の製品の場合、支援先コーズに対する支援動機の正当性を認め
れば、どの程度の正当性を認めたかにかかわらず、CRM を行っている製品が選択され
た。 
  次に、製品パフォーマンスが異なる場合における製品選択時の CRM の影響につい
て調査している。そして、製品パフォーマンスが異なる場合、支援先コーズに対する
支援動機の正当性の程度が製品選択に影響するという結果が出ている。換言すれば、
支援動機の正当性が高いと判断すればするほど、CRM を行っている製品が選択され
る確率が高くなっている。 
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  さらに、価格が異なる製品についても調査を行い、同様な結果を得ている。つまり、
価格が異なる製品においても、支援動機の正当性の程度が、CRM を行っている製品が
選択されるかどうかに影響している。 
  一方、企業の「コーズへの支援」が、「製品パフォーマンス」または「製品価格」と
トレード・オフの関係にある時、支援動機の正当性が製品選択へ与える影響は軽減さ
れるという調査結果が出ている。 
 
２． Cornwell and Coote (2005)の研究 
 
Cornwell and Coote (2005)は社会的アイデンティティ理論（social identity theory）
をベースに、CRM における消費者の購買意図が支援先コーズに対する消費者との「共
感（identification）」に影響されていると主張している。また、彼らは、支援先コーズ
に対する消費者との「共感」に影響を与える先行要因として、「消費者が知覚した支援
先コーズの威信」、「支援先コーズ（NPO）のイベントに参加した経験（と期間の長さ）」、
「類似したイベントに参加した経験」と「消費者の支援先コーズへの参加意欲」を挙
げている。さらに、「消費者の個人経験（biodata: life experience）」（例えば、乳がん
の患者基金への寄付と提携する CRM 活動では、消費者自分自身または周りの人の乳
がんの経験）が、「類似したイベントに参加した経験」と「消費者の支援先コーズへの
参加意欲」へのモデレーティング効果を取り入れ、CRM における消費者の購買意図モ
デル（図２－１０）を支援先に対する消費者との「共感」という概念を用い、提案し
ている。 
提案された仮説モデルを検証するために、彼らは、オーストラリアで乳がん研究機
関が主催したレース試合に寄付するスポンサー企業の製品を対象に、アンケート調査
を行った。 
その結果、支援先コーズに対する消費者との「共感」が消費者の購買意図に影響を
与えていることが明らかにされた。また、「消費者が知覚した支援先コーズの威信」、「支
援先コーズ（NPO）のイベントに参加した経験（と期間の長さ）」と「消費者の支援先
コーズへの参加意欲」は「支援先コーズに対する消費者との共感」を通して、消費者
の購買意図へプラスに影響していることも確認されている。一方、「類似したイベント
に参加した経験」の影響は見られなかった。さらに、「消費者の個人経験」の中、消費
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者の直接な経験だけが「類似したイベントに参加した経験」と「消費者との共感」の
間でモデレーティング効果があった。 
 
図２－１０ CRM における消費者の購買意図モデル（仮説） 
 
出所：Cornwell and Coote (2005), pp.269, Fig.1 に基づいて、筆者が一部加筆修正 
 
３． Pracejus and Olsen (2004)の研究 
 
Pracejus and Olsen (2004)は娯楽のための消費の背景で、コーズ・ブランド適合度
が消費者の選択（consumer choice）に与える影響について調査を行っている。彼らは、
テーマ・パークとラグジュアリー・ホテルと提携する支援先コーズの適合度が、消費
者の製品選択に与える影響を測定している。その結果、テーマ・パークの場合も、ラ
グジュアリー・ホテルの場合も、コーズとの適合度は消費者の選択に正の影響を与え
ている。つまり、コーズとの適合度が高いほど、消費者はテーマ・パークや高級ホテ
ルへの消費意欲が高くなる。 
彼らの研究は、製品カテゴリーにおいて娯楽のための消費（贅沢品）に限定されて
いるが、CRM 研究の中で初めて適合度のプラスの影響が検証できた。 
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４． Vaidyanathan and Aggarwal (2005)の研究 
  
 Vaidyanathan and Aggarwal (2005) は コ ミ ッ ト メ ン ト ・ 一 貫 性 理 論
（commitment-consistency theory）が CRM における消費者の購買意図に作用すると
指摘している。つまり、コーズに支持する消費者はコーズに対するコミットメントが
生じるため、コーズと提携する製品への購買意図は普通の消費者（特にコーズに対す
るコミットメントのない消費者）より高い。 
 彼らは、特に環境問題のコーズを対象に調査を行った。被験者に事前に支援先コー
ズ（熱帯雨林を保護する）に関する情報を与え、それを支持するかどうかを尋ねた上
で、そのコーズと関連付けた CRM 広告（紙媒体）を被験者に見せ、その反応を検証
している。 
その結果、消費者の支援先コーズに対するコミットメントが、そのコーズを支援し
ている CRM 広告を通しての購買意図に正の影響があるとの調査結果を導出している。
つまり、支援先コーズに対するコミットメントがある消費者は、普通の消費者より、
CRM 広告を通して高い購買意欲を示している。しかし、このコミットメント効果は消
費者の利益に損しない（つまり、消費者はコーズを支援するためにコストがかからな
い）場合に限定されていることも調査によって明らかにされた。 
一方、あるコーズ（同稿では熱帯雨林を保護するコーズ）に対してコミットメント
がある消費者は、他のコーズ（例えば、未成年者犯罪防止のコーズ）を支援している
CRM 広告を通して、購買意欲があまり高められなかった。それは消費者の自己知覚理
論（self-perception theory）が作用していると説明されている。 
 
第三項 消費者の態度及び購買行動への影響に関する先行研究 
 
１． Strahilevitz and Myers (1998)の研究 
 
製品を楽しみのために消費される娯楽品 (frivolous products) と、目的のために消
費される実用品 (practical products)に分類し、それぞれの製品が現金の還元または同
じ金額のチャリティへの寄付と連動する場合、消費者の態度と購買行動について、調
査を実施している。 
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その結果、現金の還元よりも、チャリティへの寄付によるインセンティブのほうは、
実用品よりも、娯楽品において、消費者のより好意的な態度と実際の購買行動につな
がる、という結論を導出している。それは、消費者が娯楽品を消費することによって
起こした罪悪感を、利他的行動で補完しようとする心理的負担軽減効果が働いている
からであると説明されている。 
 
２．Webb and Mohr (1998)の研究 
 
 Webb and Mohr (1998)は、年齢・人種・職業・学歴・収入・婚姻状況・政治観など
が異なった 48 人（有効回答数：44 人）を対象に、CRM に対する態度と購買行動への
影響について、定性的調査（semi-structured interviews）を行った。 
調査の結果に基づいて、消費者の CRM を行う企業への態度及び購買行動を影響す
るプロセスを図２－８のように提案している。 
 
図２－８ CRM に対する消費者反応の構造（一般） 
伝統的な購入判断
基準の重要度 1.懐疑的な消費者 
2.保守的な消費者 
3.冷静的な消費者 
4.社会への関心が 
  高い消費者 
企業に対する 
CRMキャンペーン 購買行動の変化 
イメージの変化 
出所：Webb and Mohr (1998),pp.232  
 
さらに、CRM に対する態度の相違によって消費者を「懐疑的な消費者（Skeptics）」、
「保守的な消費者（Balancers）」、「冷静的な消費者（Attribution-Oriented）」、と「社
会への関心が高い消費者（Socially-Concerned）」という４つのタイプに分類し、それ
ぞれのタイプの消費者の CRM への反応と購買行動につながるプロセスを図２－９の
ように提案している。 
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図２－９ ４つのタイプの消費者それぞれ CRM への反応 
 
出所：Webb and Mohr (1998),pp.232  
 
また同稿では、それぞれのタイプ別に、CRM の「企業に対する態度」への影響の相
違は以下のように描写している。 
「懐疑的な消費者」は、広告全般に不信感を抱いているために、CRM に対しても懐
疑的になっているという。このタイプに属する人は、CRM を行っている企業に対して
は、CRM を自己の利益のために利用していると否定的に捉えている。 
「保守的な消費者」は、コーズへの援助と購買行動とのコミットメントの間にバラ
ンスを取ろうとし、購買にあたって伝統的な購入判断水準をもとにしている。また保
守的で女性の大部分が属するという。このタイプに属する人は、CRM を行っている企
業に対しては、好意的な印象をもっている。 
「冷静的な消費者」は、リベラリストで男性の大部分が属している。このタイプに
属する人は、CRM を行っている企業に対しては、その動機によって評価が分かれ、利
他的な動機で CRM を行っている企業に対しては好印象をもっている。   
「社会への関心が高い消費者」は、高学歴で、社会的な地位が高い人によって構成
されている。このタイプに属する人は、CRM を行っている企業に対しては、その動機
にかかわらず好印象を抱いている。 
そして、タイプ別に CRM に関する「購買行動」への影響を以下のように描写して
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いる。 
CRM が消費者の購買行動に当たって、最も影響を及ぼすのは「社会への関心が高い
消費者」に対してである。逆に最も影響しないのは、「冷静的な消費者」に対してであ
る。一方、「保守的な消費者」は、「社会への関心が高い消費者」と同様に、CRM を行
っている企業に対しては好印象をもっている。それにもかかわらず、購買行動に当た
って CRM はほとんど影響しないという。それは、「保守的な消費者」は、製品を購入
する際には、伝統的な基準である価格や品質や利便性を重んじるからである。また、「冷
静的な消費者」は、短期間で終わる CRM では、CRM を製品購入時に考慮しないが、
CRM 活動が長期にわたり、その活動を認めた場合は、その CRM は購買行動に影響す
るようになるという。 
 
３．Hajjat (2003)の研究 
 
Hajjat (2003)は CRM の定義を、「売上げの一部が社会へ還元される」と狭義的に捉
え、コーズと提携しないマーケティング活動を「通常のマーケティング」と規定して
いる。そして、「コーズとの関与度」と「寄付金額の多寡」の２つの要因を用いて、消
費者のブランドへの態度と購買意図について、CRM と「通常のマーケティング」の比
較調査を行っている。 
調査の結果、コーズとの関与度が高い場合、寄付金額が多いと、通常のマーケティ
ングよりも、CRM の方がより消費者に対する影響力があり、寄付金額が少ないと、
CRM よりも、通常のマーケティングの方がより影響力があるとしている。一方、コー
ズとの関与度が低い場合は、全く逆の結果になっている。つまり、コーズとの関与度
が低くかつ寄付金額が高い場合、CRM よりも、通常のマーケティングの方がより影響
力があり、コーズとの関与度が低くかつ寄付金額が低い場合、通常のマーケティング
よりも、CRM の方がより影響力がある。 
 
４．Lafferty (2007)の研究 
 
 適合度が消費者の態度及び購買意図にプラスの影響を与えていることは、ブランド
提携、ブランド拡張、コー・マーケティング・アライアンス（co-marketing alliance）、
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スポンサーシップの研究でよく証明されてきた（例えば、Aaker and Keller, 1990; 
Bucklin and Sengupta, 1993; Rifon et al., 2004; Simonin and Ruth, 1998）。Lafferty 
(2007)は CRM の背景の下、コーズ・ブランド適合度の消費者の態度と購買意図への影
響を明らかにしようとしている。 
同稿は CRM を行う企業の信頼性（corporate credibility）が異なった場合、コーズ・
ブランド適合度が、消費者の企業への態度、ブランドへの態度と購買意図にいかに影
響するかを測定するために、２（適合度が高い／低い）×３（企業の信頼性が高い／
普通／低い）のリサーチ・デザインで、調査を行った。 
 その結果、企業の信頼性が高いほど消費者がブランドへの態度は好意的である（つ
まり、信頼性の高い企業のブランドへの態度＞信頼性の普通な企業のブランドへの態
度＞信頼性の低い企業のブラントへの態度）。また、企業の信頼性の高さが消費者の購
買意図への影響はブランド態度への影響ほど著しくないが、企業の信頼性の高さによ
って購買意図へのプラスに影響している（つまり、企業の信頼性が普通である場合と
企業の信頼性が高い・低い場合、それぞれの消費者の購買意図を比較したら、有意な
差が見られなかったが、企業の信頼性が高い場合の消費者の購買意図＞企業の信頼性
が低い場合の消費者の購買意図）。 
一方、企業の信頼性が高い／普通／低い場合において、コーズ・ブランド適合度が
消費者の企業への態度、ブランドへの態度と購買意図への影響は見られなかった。そ
の理由として、同稿は①CBA の場合、コーズの消費者の感情への影響がコーズ・ブラ
ンド適合度の影響を超えている；②企業の信頼性の効果はコーズ・ブランド適合度だ
けで影響されにくいと指摘している。 
 
５． Lafferty (2009)の研究 
 
コーズ・ブランド提携（CBA）を行う際、コーズの選択基準として、コーズの重要
度(importance)と適合度(fit)の役割を、二つの調査を通じて考察する。 
Study１では、ブランドがよく知られている（ familiar）場合と知られていない
（unfamiliar）場合、コーズの重要度が消費者のブランドへの態度、企業への態度と
購買意図に与える影響を測定している。アメリカの大学生２７５人に、二つのブランド
（familiar/unfamiliar）のシャンプーと重要な（more important）コーズ・あまり重要で
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ない（less important）コーズ・コーズなし（２×３）で組み合わせた印刷広告を提示し、
アンケート調査を行った。 
その結果、ブランドへの親しみ度はコーズの重要度より、消費者の態度と購買意図に
大きい影響を与えていることを明らかにした。また、コーズの重要度が高まるにつれ
て、ブランドがよく知られている場合と知られていない場合のブランドへの態度・企
業への態度・購買意図の差が小さくなる。つまり、あまり知られていないブランドま
たは新しいブランドはコーズと提携することで、消費者の態度と購買意図を高めるが
可能である。さらに、この場合、コーズの重要度が高いほど消費者の態度と購買意図
も高くなる。 
一方、CBA のブランドがよく知られている場合、コーズの重要度による消費者の態
度と購買意図へのプラスの影響は見られなかった。さらに、コーズの重要度が高いほ
ど、消費者の態度・購買意図へマイナスに影響する傾向があった。それはコーズ・ブ
ランド適合度が働いている可能性があると指摘されている。 
このコーズ・ブランド適合度の影響を明らかにするために、Lafferty (2009)は Study
２で、ブランドがよく知られている場合と知られていない場合、コーズ・ブランド適合度
がブランド態度・企業への態度・購買意図に与える影響を測定している。調査の結果、コ
ーズ・ブランド適合度はブランド態度・企業への態度・購買意図に影響しなかった。 
二つの実験を通じて、あまり知られていないブランドまたは新しいブランドは、コ
ーズと提携することによって、消費者の態度と購買意図を高めることができることが
明らかにされている。さらに、支援先コーズを選ぶ際に、適合度よりも、ターゲット
となる消費者に対するコーズの重要度を、優先的に考えたほうがいいと指摘されてい
る。 
 
第四項 まとめ 
 
これまで、CRM のさまざまな要素の消費者態度（ブランドへの態度、企業への態度、
コーズへの態度、広告への態度）及び購買行動への影響に関する先行研究を見てきた。
総じていえば、CRM が消費者態度と購買意図に好影響をもたらしている（Ross, 
Patterson & Stutts 1992、Strahilevitz & Myers 1998、Webb & Mohr 1998、 Barone, 
Miyazaki & Taylor 2000、Ellen, Mohr & Webb 2000、Dwane 2003、Pracejus & Olsen 
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2004、Cornwell & Coote 2005、Vaidyanathan & Aggarwal 2005、Grau & Folse 2007 、
Nan & Heo 2007、 Lafferty 2007）。一方、CRM が消費者の態度形成に影響を与えな
いという調査結果もある（例えば、Lafferty and Goldsmith, 2005）。 
また、これらの先行研究を、CRM の要素（コーズ側の要素、消費者側の要素、製品・
ブランド側の要素、企業側の要素、コーズ・ブランド適合度の影響）ごとに分類し、
まとめている。（添付資料１に参照） 
特に、適合度が消費者の態度及び購買意図にプラスの影響を与えていることは、ブ
ランド提携、ブランド拡張、コー・マーケティング・アライアンス（co-marketing 
alliance）、スポンサーシップの研究でよく証明されてきた（例えば、Aaker and Keller, 
1990; Bucklin and Sengupta, 1993; Rifon et al., 2004; Simonin and Ruth, 1998）。し
かし、CRM の研究では、ブランド・コーズ適合度が消費者の態度と購買意図に影響し
ないとの結論がほとんどである（Lafferty, Goldsmith & Hult,2004、Nan & Heo, 2007、
Lafferty, 2007、Lafferty, 2009）。 
その理由として、まず、コーズ・ブランド適合度という概念の定義はまだ精緻化さ
れていないことが挙げられる（Lafferty, Goldsmith & Hult,2004、Nan & Heo, 2007、
Lafferty, 2007、Lafferty, 2009）。 
また、コーズ・ブランド提携の場合、ロジカル的な適合度より感情的な要素が重要
であることが考えられる。つまり、コーズからの消費者の感情への影響は、コーズ・
ブランド適合度からの影響を超えている（Lafferty, 2007、Lafferty, 2009）。一般的に
言えば、消費者は感情と認知の一貫性を求めている。そのため、利他主義の消費者に
とって、コーズとブランドの適合度よりも、消費者自身の感覚は企業の慈善的行動と
一貫性を持っている。すなわち、これらの消費者にとって、企業側がコーズに寄付す
れば、コーズとブランドの適合度が重要ではなくなる。 
 一方、コーズ・ブランド適合度は消費者の態度と購買意図に影響するという結論の
研究もある（Pracejus & Olsen, 2004）。ただ、ブランド拡張と同じように、CRM の
背景で、適合度が作用するための境界条件が存在すると考えられる。例えば、贅沢品
の消費に寄付金額が関わっているときに、適合度はコーズの選択基準として重要であ
る（Pracejus & Olsen,2004）。 
 48
第三章 コーズ・リレーテッド・マーケティン
グと広告コミュニケーション 
 
 第二章ではコーズ・リレーテッド・マーケティング（CRM）が消費者に受け入れられ
た背景とその効果、つまり消費者の態度と購買行動に与える影響を見てきた。企業側と
支援先コーズ側は CRM キャンペーンをできるだけ多くの消費者に伝え、最終的に消費
者の購買行動を喚起するために、適切なコミュニケーション・ツールが必要となる。ま
た、広告は CRM に関する先行研究において、広告は企業・支援先コーズ側と消費者の
コミュニケーション・ツールとして、よく使われている（Ross, Patterson & Stutts, 1992、
Dwane, 2003、Hajjat, 2003、Lafferty, Goldsmith & Hult, 2004、Pracejus & Olsen,2004、
Lafferty & Goldsmith, 2005、Vaidyanathan & Aggarwal, 2005、Grau & Folse, 2007、
Lafferty, 2007、Nan & Heo, 2007、Lafferty, 2009a）。 
本章では CRM における広告コミュニケーションの必要性を論じた上で、広告の表現
が CRM の効果に与える影響について見ていく。 
 
第一節 CRM における広告コミュニケーションの必要性 
 
 Varadarajan and Menon (1988)は、CRM 戦略の目的は消費者に企業の製品を購入し
てもらうことによって、支援先コーズへの寄付と企業の利益・イメージの向上であると
指摘している。 
企業側は支援先コーズとの長期的な関係を築くことができれば、利益とイメージの向
上だけではなく、好ましいブランド・アイデンティティやブランド・ロイヤルティを構
築することも可能である。世良（2003）は、CRM は「ブランドの製品属性補完」と「ブ
ランドの拡張」の二つの方向から、ブランド構築の手段として機能すると指摘している。
また、消費者の購買行動を喚起することができるかどうかは、CRM が成功するかどうか
が決定的な要素である。 
そのため、本節では、ブランド構築と消費者の意思決定との両面から、CRM における
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広告コミュニケーションの必要性を論じていく。 
 
第一項 ブランド構築における広告の必要性 
  
 木戸（1997）は、広告の長期的効果の形成モデルを図３－１のように提示し、広告露
出、認知形成、態度形成、購買（選択）行動、使用経験のサイクルの中で「ブランド・
ロイヤルティ」が形成されると指摘している。 
 
図３－１ 広告効果形成の階層モデル 
 
出所：木戸（1997）pp.230   
 
 岸（2000）は、明確な企業理念とミッションが社内に浸透し、商品や従業員の行動な
どを通じて、顧客の支持を得ることができれば、広告をしなくても強いブランドをつく
ることは可能であるが（例えば、ザ・ボディショップは広告をせずに、動物愛護や途上
国支援、環境保全といった価値観を商品や企業の行動を通して明確に伝えている）、以下
のような場合には広告が重要な役割を果たすと指摘している。（１）大きな市場において
上位のシェア獲得または維持を目的とする場合；（２）社会的承認動機が主たる購買動機であ
る場合；（３）商品や価格を個人毎にカスタマイズし得る場合（ワン・トウ・ワン・マーケテ
ィング）において、新規顧客護得や、将来の顧客基盤形成に力を入れたい場合。 
 また、彼女は広告が次のような機能により、ブランド構築に貢献しうると指摘してい
る。（１）ブランド認知度を高め、消費者の事前の想起集合や、購買時点で形成される考慮
集合にそのブランドを入れる；（２）肯定的ブランド連想を形成し、好意的態度や購入意向の
基盤をつくる；（３）ブランドの知覚品質を高める；（４）ブランド使用経験に影響を与える
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（予期的フレーミングと診断的フレーミング、変換効果）；（５）好意的なブランド態度を形
成する；（６）既存のブランド態度を強化し、リピート購買を促進する；（７）ブランド・ユ
ーザーの自己イメージを強化する。 
 
第二項 広告コミュニケーションと消費者の意思決定 
  
 消費者行動の基本プロセスは、購買前行動、購買行動、購買後行動からなる（図３－
２）。広告コミュニケーション効果は、消費者の購買前行動から、購買行動、購買後の評
価、消費者満足の形成及び再購買意図まで影響を与えている（石崎，2005）。 
 
図３－２ 消費者行動の基本プロセス 
 
出所：村松（1990）pp.152  
  
 特に、購買行動に対する広告効果について、仁科（2001）は消費者が広告に接触して
購買（愛顧）に至るまでの広告プロセスを「情報内容」と「心理的反応」の組み合わせ
により、広告効果プロセスの全体像としてのインテグレーション・モデルを提案してい
る（図３－３）。 
「情報内容」とは、「広告情報」「商品・ブランド情報」「ニーズ情報」「購買行動情報」
の４つで、「心理的反応」とは、「認知反応」「評価反応」「記憶反応」の３つである。消
費者は広告に接触し、「広告情報処理」の段階を経て、「商品・ブランド情報処理」と「ニ
ーズ情報処理」の段階と並行して、最後に「購買行動情報処理」の段階に至る。それぞ
れの情報反応の段階において、「認知反応」「評価反応」「記憶反応」が繰り返されている
という（石崎 2005、広瀬 2006）。 
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図３－３ インテグレーション・モデル 
 
出所：仁科（2001）pp.32  
 
第三項 CRM 広告の効果に関する先行研究 
 
CRM に関する先行研究において、広告は企業・支援先コーズ側と消費者のコミュニケ
ーション・ツールとして、よく使われている（Ross, Patterson & Stutts, 1992、Dwane, 
2003、Hajjat, 2003、Lafferty, Goldsmith & Hult, 2004、、Pracejus & Olsen,2004、
Lafferty & Goldsmith, 2005、Vaidyanathan & Aggarwal, 2005、Grau & Folse, 2007、
Lafferty, 2007、Nan & Heo, 2007、Lafferty, 2009）。しかし、CRM 広告の効果につい
て論じている先行研究はそれほど多くない。 
Berger, Cunningham and Kozinets (1999)は、CRM 広告（cause-related advertising）
の消費者への説得効果を、社会的認知アプローチを採用している説得の二過程モデル
（dual process model of persuasion）、つまり、ヒューリスティック‐システマティッ
ク・モデル（Heuristic-systematic Model）と精緻化可能性モデル（Elaboration 
Likelihood Model）で説明し、紙媒体の CRM 広告が消費者のブランドへの態度と購買
意図に与える影響について調査を行った。その結果、CRM 広告は類似した普通（not 
cause-related）の広告よりも、消費者の好意的なブランド態度と購買意図を形成してい
る。さらに、性別的には、女性の方が男性よりも CRM 広告に対して好意的で、購買意
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欲も高いことが明らかにされている。 
Vaidyanathan and Aggarwal (2005)は、CRMにおける消費者の購買意図は支援先コ
ーズに対するコミットメントに影響されると指摘している。彼らは、この仮説を検証す
るために、環境問題に関するコーズを対象に調査を行った。被験者に事前に支援先コー
ズ（熱帯雨林を保護する）に関する情報を与え、それを支持するかどうかを尋ねた上で、
そのコーズと関連付けたCRM広告（紙媒体）を被験者に見せ、その反応を検証している。
そして、消費者の支援先コーズに対するコミットメントが、そのコーズを支援している
CRM広告を通しての購買意図に正の影響があるとの調査結果を導出している。つまり、
支援先コーズに対するコミットメントがある消費者は、普通の消費者より、CRM広告を
通して高い購買意欲を示すことが明らかにされた。11 
Nan and Heo (2007)は、３種類の印刷広告（「CRMメッセージを含んでいない広告」、
「コーズ・ブランド適合度が高いCRMの広告」、「コーズ・ブランド適合度が低いCRM
の広告」）を用いて、消費者の広告への態度、ブランドへの態度と企業への態度に与える
影響を測定している。その結果、コーズ・ブランド適合度にかかわらず、CRMメッセー
ジを含んだ広告は消費者の企業へのより好意的な態度をもたらすことが明らかにされた。
つまり、CRM広告は普通の広告よりも、企業イメージを向上することができるというこ
とになる。12 
 
第四項 まとめ 
 
 広告コミュニケーションがブランド構築と消費者意思決定に果たす役割から見て、
CRM 戦略には広告コミュニケーションが必要であると考えられる。また、CRM 広告の
影響に関する先行研究でも CRM 広告が消費者の態度と購買意図に好影響が与えている
ことが検証されている（Berger, Cunningham & Kozinets, 1999、Vaidyanathan & 
Aggarwal, 2005、 Nan & Heo, 2007）。 
 一方、CRM に関する先行研究において、CRM 広告の効果に関する研究は少ないが、
その理由は、広告コミュニケーションの必要性と重要性が全般のマーケティング戦略の
                                                  
11 Vaidyanathan and Aggarwal (2005)：消費者のコーズに対するコミットメントが購買意図へ
の影響の詳細については、pp42 に参照。 
12 Nan and Heo (2007)：コーズ・ブランド適合度の影響の詳細については、pp36 に参照。 
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分野において十分に論じられてきたからと考えられる。そして、CRM 広告の効果よりも、
具体的な広告表現（例えば、表示形式、訴求内容、広告宣伝の主役、写真、コピーなど）
が、CRM 効果に与える影響が実務的にも学術的にも意味があると考えられる。  
 
第二節 広告表現が CRM 効果に与える影響 
  
 石崎（2005）は、広告効果の考え方として、ARF（Advertising Research Foundation
＝米国広告調査財団）が 1961 年に発表した ARF 媒体評価モデルに基づいて、広告の効
果を広告媒体の効果と広告表現の効果と２つに分け、それぞれ広告効果の各段階への影
響を図３－４のように整理している。 
 
図３－４ 広告効果の段階：媒体効果と表現効果 
 
出所：石崎（2005）pp.192          
 
 図３－４で示しているように、広告の媒体効果は媒体普及から最後の行動まで影響し
ているのに対し、広告の表現効果は広告知覚の部分から出始め、つまりコミュニケーシ
ョン効果から行動効果のほうまで影響する。 
また、Drumwright(1996)は企業の社会関連のキャンペーンを成功させるための前提
条件を、「企業の自由度」、「キャンペーン・ストラテジー」と「企業とコーズの適合性
（compatibility）」という３つ方面でまとめている。（図３－５） 
 これらの前提条件の中で、「広告の内容」（例えば、広告メッセージの内容がポジテ
ィブかどうか、キャンペーンの説明が詳しいかどうか、写真の大きさ等）のコントロー
ルは最も難しいが、キャンペーンの成功のための最も重要な要素でもあると指摘されて
いる。 
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図３－５ 社会関連のキャンペーンの成功の前提条件 
 
出所：Drumwright(1996), pp.80. 
 
そのため、本節では、先行研究のレビューを通して、広告物の訴求内容・表現が CRM
の効果に与える影響に焦点を当てて見ていく。 
 
第一項 CRM 広告の寄付表記の影響に関する先行研究 
 
１．Olsen, Pracejus, and Brown (2003)の研究 
 
CRM 活動では、消費者の商品の購買に基づいて、一定の割合または金額で支援先コー
ズに寄付している。Olsen, Pracejus, and Brown (2003)は、CRM 広告で企業の寄付状況
が表示される際、「価格の一定割合」と「利益の一定割合」と表示された場合の効果の違
いと寄付率の多寡が消費者の選択に与える影響について検証している。 
消費者が売上高に利益率を乗じて利益を計算する過程を省略し、「売上」と「利益」と
 55
の違いに意識を払わない傾向があると指摘されている。このように、「売上」と「利益」
を誤って同額と見なしてしまう効果を「PEP (profit-equals-price) 効果」という。同稿
では、この PEP 効果の検証を行っている。被験者を２つのグループに分け、１つのク
ループには「利益の 5%」を地域のチャリティーに寄付すると表示した 149.96 ドルのイ
ンクジェット・プリンターの新聞広告を提示し、もう一方のグループには 「利益の 5%」
の部分を「価格の 5%」と変更した新聞広告を提示した。その上で、被験者に「プリンタ
ーが１台売れる毎にいくら寄付されるか」と尋ねた。その結果、両クループの平均値に
有意差はみられなかった。そして、本来は低いはずの「利益の 5%」と書かれた新聞広告
を見た被験者の平均寄付予想額が 7.48 ドルとなり、「価格の 5%」と書かれた新聞広告を
みた被験者の平均寄付予想額の 7.07 ドルを上回ったという結果になっている。さらに、
同稿では、この結果は、消費者の会計に関する知識の有無や、調査に対するインセンテ
ィブの有無に起因するものではないということも検証している。 
また、同研究では、「売上の 1%」と「売上の 10%」と「利益の 1%」と「利益の 10%」
の４種類の広告を用意し、それらのうち１つの広告を見た被験者に、「広告に対する態度」
と「広告主に対する態度」と「購買意思」について尋ねた。その結果、いずれに対して
も、10%の広告をみた被験者の方が１％の広告を見た被験者よりも高い評価を得ている。 
以上の研究結果から、Olsen, Pracejus, and Brown (2003)は CRM 広告で「価格の一
定割合」と表示した場合と「利益の一定割合」と表示した場合の効果に違いがないが、
寄付金額のパーセンテージが大きいほど、消費者の企業に対する態度が好意的で、購買
意図も高いという結論を導出している。 
 
２．Pracejus, Olsen and Brown (2004)の研究 
 
Pracejus, Olsen and Brown (2004)は、売上の一定割合という表記法を「計算可能表
記(calculable formats)」、利益の一定割合という表記法を「予測可能表記(estimable 
formats)」、  売上の一部という表記法を 「暖昧表記 (abstract formats)」と呼び、こ
れらの表記法がそれぞれどの程度用いられているかを調べた上で、その表記法がもたら
す影響を検証している。 
彼らはまず、3,414 個の CRM に関するウェブ・サイト上の寄付表記を調べた。その
結果、69.92%が暖昧表記を用い、予測可能表記は 25.63% 、計算可能表記はわずか 4.45%
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にすぎないとの結果となっている。また、同稿のウェブ上の CRM に関する表記法の調
査結果では、曖昧表記として、実際には 「かなりの部分 (a substantial portion)」とい
った表記がなされることはなく、暖昧表記としては 「一部 (a portion)」という表現が
用いられている。そのため、企業が実際に選択を迫られるのは、「売上の一部」といった
暖昧表記を用いるか、「売上の 1%」や 「利益の 1%」といった計算可能表記や予測可能
表記を用いるかについてということになる。 
そして、彼らは「かなりの部分(a substantial portion) 」と表記された場合と、「一部
(a portion)」と表記された場合の被験者の寄付予想額の違いを検証している。その結果、
「かなりの部分」と表記した場合は 9.8%の寄付がなされ、「一部」と表記した場合は
4.79%の寄付がなされると捉えている。 
さらに、彼らは売上に対して 0%、1%、5%、10%という４種類の寄付のレベルを設定
し、コンジョイント分析を行った。その結果、寄付の多寡が消費者の選択にかなり影響
を及ぼしているという結果を導出している。 
 
３．世良（2008）の研究 
 
 世良（2008）は Olsen, Pracejus, and Brown (2003) と Pracejus, Olsen and Brown 
(2004)の研究を踏まえ、CRM における寄付表記が消費者の購買意欲へ与える影響につい
て、「商品価格の違い」と「消費者と支援コーズの関係」という要素を加えて検証してい
る。 
 彼は東京の大学生を対象に、①異なった３つの支援先コーズと提携する商品の広告に
「売上の 20%」「売上の 10%」、「売上の 1%」、「利益の 20%」「利益の 10%」、「利益の
1%」を寄付すると表記した場合と、②高額／低額商品で、「売上の一部」という曖昧表
記と、「1 円」「5 円」「10 円」「50 円」「100 円」「1000 円」「2000 円」のように絶対額
で寄付を表記した場合の消費者の購買意欲を測定した。 
 その結果、低額商品に関しては、寄付を売上のかわりに利益と連動させると購買意欲
へ悪影響を及ぼすが、高額商品に関しては、寄付を売上のかわりに利益と連動させても
購買意欲へ影響がないことがわかった。つまり、高額商品においては PEP 効果が確認さ
れたことになる。また、寄付率や絶対額の高低が購買意欲に影響をもたらすことが明ら
かになった。つまり、寄付が多いほど消費者の購買意欲が高められるということになる。
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さらに、低額商品においては絶対額表記よりパーセント表記のほうが消費者の購買意欲
を喚起することができることが明らかにされた。 
 一方、消費者と支援コーズとの関係への影響について、支援先コーズに関心がある人
に対しては寄付率の高低が購買意欲へ影響するが、関心がない人に対しては寄付率の高
低は購買意欲へ影響を与えないという結論が導出されている。 
 
第二項 CRM 広告のメッセージと視覚要素の影響に関する先行研究 
 
１． Grau and Folse (2007)の研究 
  
Grau and Folse (2007)はコーズ（社会貢献活動）への関与度の低い消費者にとって有
効なCRM要素を探ることを目的として研究を行った。そして、①CRMキャンペーンの
支援先コーズの地域性（全国範囲vs.地元範囲）と、②コミュニケーション手段としての
CRM広告でのメッセージ構築（message-framing）の影響を２つの実験で、調査した。
13 
 彼らは、CRM 広告のキャンペーンに関するメッセージの提示方法が、消費者の CRM
キャンペーンへの態度と参加意欲に与える影響を測定している。被験者（全員２５歳以
下の大学生）を２つのグループに分けて、一つのグループに「５５歳以上の人が骨がん
にかかる確率が高い」との情報、もう一つのグループに「２５歳以下の人が骨がんにか
かる確率が高い」との情報を教えて、被験者のコーズへの関与度を操作している。そし
て、それぞれのグループに「骨がんの死亡率」・「骨がんの生存率」というネガティブ・
ポジティブのメッセージを書いてある広告を見せて、アンケートを答えてもらった。 
 その結果、コーズへの関与度の低い被験者にとって、CRM 広告のポジティブなメッセ
ージは、キャンペーンへの態度に好影響をもたらしている。しかし、キャンペーンへの
参加意欲にあまり影響はなかった。一方、コーズへの関与度の高い被験者にとって、CRM
広告のメッセージがポジティブであるかどうかは、キャンペーンへの態度と参加意欲に
影響しなかった。 
 
 
                                                  
13 実験①については、第 2 章 pp35 に参照。 
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２． Lafferty and Edmondson (2009)の研究 
  
一般的に言えば、CRM キャンペーンの広告主は企業であるため、CRM 広告の主役は
ブランドまたは製品の場合がほとんどである。しかしながら、近年では広告においてコ
ーズを主役に宣伝している CRM キャンペーンも現れてきている。 
Lafferty and Edmondson (2009)は CRM 広告の視覚的要素（広告で使われる写真）の
違い（コーズ／ブランド）によって、コーズ・ブランド提携（CBA）が消費者のブラン
ドへの態度、コーズへの態度、企業への態度と購買意図に与える影響を明らかにしてい
る。 
また、調査では実際に行われた CRM キャンペーンを対象にしているので、仮説モデ
ル（図３－６）の完全性を保つために、ブランドへの親しみ度、コーズへの親しみ度と
コーズの重要度が CBA 態度に与える影響も測定している。 
 
図３－６ 仮説モデル（コーズの写真の場合とブランドの写真の場合） 
 
出所：Lafferty and Edmondson (2009), pp.131 
 
 上記の仮説モデル図で提示されているように、同稿では CBA への態度に影響する先
行要因、CBA への態度の直接的な影響と間接的な影響に分けて、仮説を立てている。 
 
・ CBA への態度に影響する先行要因： 
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‐ブランドへの親しみ度（仮説１）：  
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、ブランドへの親しみ度はコ
ーズ・ブランド提携への態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、ブランドへの親しみ度はコー
ズ・ブランド提携への態度に正の影響を与える。 
‐コーズへの親しみ度（仮説２）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズへの親しみ度はコー
ズ・ブランド提携への態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズへの親しみ度はコー
ズ・ブランド提携への態度に正の影響を与える。 
‐コーズの重要性（仮説３）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズの重要度はコーズ・
ブランド提携への態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズの重要度はコーズ・ブ
ランド提携への態度に正の影響を与える。 
・CBA への態度の直接的な影響： 
‐ブランド態度（仮説４）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズ・ブランド提携はブ
ランド態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズ・ブランド提携はブラ
ンド態度に正の影響を与える。 
‐コーズへの態度（仮説５）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズ・ブランド提携はコ
ーズへの態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズ・ブランド提携はコー
ズへの態度に正の影響を与える。 
‐企業へ態度（仮説６）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズ・ブランド提携は企
業への態度に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズ・ブランド提携は企業
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への態度に正の影響を与える。 
‐購買意図（仮説７）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズ・ブランド提携は消
費者の購買意図に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズ・ブランド提携は消費
者の購買意図に正の影響を与えない。 
・ CBA の間接的な影響： 
‐ブランド態度が購買意図に与える影響（仮説８）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、ブランド態度は消費者の購
買意図に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、ブランド態度は消費者の購買
意図に正の影響を与える。 
‐コーズへの態度が購買意図に与える影響（仮説９）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、コーズへの態度は消費者の
購買意図に正の影響を与えない； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、コーズへの態度は消費者の購
買意図に正の影響を与える。 
‐企業への態度が購買意図に与える影響（仮説１０）： 
（a）印刷広告で使われる写真の主役がブランドである場合、企業への態度は消費者の購
買意図に正の影響を与える； 
（b）印刷広告で使われる写真の主役がコーズである場合、企業への態度は消費者の購買
意図に正の影響を与える。 
 
 実験刺激物は、1998 年にアメリカで行われた CRM キャンペーン（「Nature Valley 
Granola Bars」というブランド名のお菓子と「The Nature Conservancy」の野生の熊
を保護するコーズと提携したキャンペーン）で実際に使われた印刷広告（コーズの写真
の場合）と、同研究のために「Nature Valley Granola Bars」の製品の写真を入れ替え
て作った印刷広告である。（添付資料２に参照） 
調査はアメリカの社会人（non-student）495 人を対象に二つのグループに分けて行っ
た。まずはブランドへの親しみ度、コーズへの親しみ度とコーズの重要度を測定するた
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めの質問を答えてもらって、次のページでそれぞれのグループにコーズの写真の印刷広
告とブランドの写真の印刷広告を見せてから、調査票の質問を完成してもらった。 
調査票の各変数の測定尺度は SD 法の７段階尺度を使っている。 
ブランドへの親しみ度とコーズへのしみ度は、「よく知っている／全然知らない、非常
に覚えがある／全然覚えがない、確実に聞いたことがある／一度も聞いたことがない
（very familiar/very unfamiliar, definitely recognize/definitely do not recognize, 
definitely have heard of/definitely have not heard of）」で聞いている。 
コーズの重要度は、「とても大切である／全然大切でない、私にとって非常に意味があ
る／私にとって全然意味がない、社会的に重要である／社会的に重要でない（very 
important/very unimportant, means a lot to me/means nothing to me, very 
significant/very insignificant）」で聞いている。 
CBA への態度、ブランドへの態度、コーズへの態度、企業への態度は「良い／悪い、
肯 定 的 ／ 否 定 的 、 好 感 が あ る ／ 好 感 が な い （ good/bad, positive/negative, 
favorable/unfavorable）」で聞いている。 
購買意図は「とても可能／全然不可能、確実に考慮に入れる／絶対に考慮に入れない、
十分に可能/とても可能でない（very likely/very unlikely, definitely would consider 
it/definitely would not consider it ,very probable/not probable at all）」で聞いている。 
集めたデータは確証的因子分析で各因子とモデル全体の妥当性を確認したうえで、共
分散構造分析でモデルを構築している。 
各仮説を検証した結果、H1、H4、H5、H6、H7、H8、H9 は支持されて、H2 と H3
は部分的に支持されて、H10 は支持されなかった（図３－７）。 
結論としては、まず、印刷広告で使われる写真によって、ブランドへの親しみ度、コ
ーズへの親しみ度、コーズの重要度がコーズ・ブランド提携への態度に与える影響は異
る。 
また、広告でコーズの写真を使った場合も、ブランドの写真を使った場合も、CBA へ
の態度が消費者のブランド態度・コーズへの態度・企業への態度にプラスの影響を与え
ている。一方、ブランドの写真が使われる場合は、CBA への態度が消費者の購買意図に
ポジティブな影響を与えている。コーズの写真が使われる場合は、コーズへの態度が消
費者の購買意図にポジティブな影響を与える。 
一方、企業への態度は消費者の購買意図に影響を与えなかった、つまり、CRM におい
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て、CBA への態度は企業への態度より消費者にとって影響力があることが明らかにたっ
た。 
 
図３－７ 最終モデル（コーズの写真とブランドの写真） 
 
出所：Lafferty and Edmondson (2009), pp.136    
 
この研究によって、CRM 広告の視覚効果は消費者の購買意図に影響しているというこ
とが明らかにされている。また、親しみ度が低くかつ重要度が低いコーズは、親しみ度
の高いブランドと提携することによって、CBA への態度を通してブランドへの態度・コ
ーズへの態度・企業への態度にポジティブに影響させることができると考えられる。 
 
第三項 まとめ 
 
CRM における広告コミュニケーションはブランド構築の面から見ても、消費者行動へ
の影響の面から見ても必要である。先行研究でも、CRM 広告が消費者の態度及び購買行
動に好影響を与えていることが明らかにされている。 
また、具体的な広告表現が CRM に与える影響に関する研究について、広告のメッセ
ージ（Olsen, Pracejus, & Brown, 2003、 Pracejus, Olsen & Brown, 2004、Grau & Folse, 
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2007、世良,2008）の方がより数多く研究がなされている。一方、広告の視覚要素が消
費者の広告への態度、ブランドへの態度に良い影響を与えることは、昔からの広告に関
する研究の中でよく検証されている（例えば、Rossiter & Percy, 1980、Mitchell, 1986、
Babin & Burns, 1997、Kelly, Slater & Karan, 2002）。しかし、CRM 広告の研究では、
視覚要素の影響に関する先行研究はあまり行われていないため、今後 CRM 広告におけ
る視覚要素に関する研究が必要であると考えられる。 
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第四章 実証研究の調査設計と調査結果 
 
第二章と第三章では CRM が消費者に受け入れられる背景から、CRM が消費者行動
に与える影響の先行研究、CRM における広告コミュニケーションの必要性、CRM 広
告の効果及び広告要素が CRM に与える影響に関する先行研究の整理を行ってきた。 
CRM の各要因（企業側、コーズ側、消費者側、製品・ブランド側及びコーズ・ブラ
ンド適合度など）が消費者の態度及び消費行動に与える影響に関する研究は、
Varadarajan & Menon (1988)を始まりとし、長きにわたり継続的に蓄積されている。 
一方、CRM 活動において、製品のパッケージや広告コミュニケーションなど、広告
要素をうまく用いることで、CRM キャンペーンの成功につながる実例がたくさんある。
例えば、グリーティング・カード会社の Carolyn Ben Publishing は、CRM を導入し、
動物愛護団体等と提携して、それまでのテレビの人気キャラクターを描いたグリーテ
ィング・カードから、可愛らしい動物を描いたものに変更した。そして、「売上の 1%
は、これらの動物を救うために使われる」というメッセージを入れたグリーティング・
カードを売り出した。その結果、上場以来５年間にわたり続いていた赤字に終止符を
打ち、黒字転換に成功した（Henricks, 1991）。 
しかし、CRM における広告コミュニケーションの役割が重要であるにもかかわらず、
CRM 広告に関する研究の数は少ない。特に、CRM 広告の広告要素の効果に関する研
究は数が少ない上、ほとんどこの数年間でなされている（Olsen, Pracejus & Brown, 
2003、Pracejus, Olsen & Brown, 2004、 Grau & Folse,2007、世良，2008、Lafferty 
& Edmondson, 2009）。さらに、これらの研究の中、CRM 広告の視覚要素の研究をな
されているのは Lafferty and Edmondson (2009)しかいない。 
日本では、企業が CRM キャンペーンを盛んに行っている（例えば、ボルヴィック
「1 L for 10L プログラム」、アサヒビール「うまい！を明日へプロジェクト」、森永製
菓「1 チョコ for 1 スマイルプロジェクト」など）。これらの CRM キャンペーンには
いずれも、広告が重要なマーケティング・コミュニケーション・ツールとして使われ
ている。しかしながら、CRM における広告表現の果たす役割に関する実証研究として、
世良（2008）の CRM における寄付表記の影響についての研究が挙げられるが、広告
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の視覚要素（印刷広告での写真など）に関する研究はなされていない。 
そのため、本研究では日本において、広告の写真がコーズである場合とブランドで
ある場合に消費者の態度及び購買意図にいかに影響を与えるかを検証する。本研究は
Lafferty and Edmondson (2009)の研究を参考に、同研究の仮説とモデルを用い、日本
の CRM キャンペーンを使って日本の消費者を対象に調査を行う。 
 
第一節  調査設計 
 
第一項 実験刺激物 
 
 Lafferty and Edmondson (2009)の研究の実験刺激物は、1998 年にアメリカで行わ
れた CRM キャンペーン（「Nature Valley Granola Bars」というブランド名のお菓子
と「The Nature Conservancy」の野生の熊を保護するコーズと提携したキャンペーン）
で実際に使われた印刷広告（コーズの写真の場合）と、同研究のために「Nature Valley 
Granola Bars」の製品の写真を入れ替えて作った印刷広告である。（添付資料２に参照） 
 本研究では日本で実際に行われている CRM キャンペーン―森永製菓「1 チョコ for 
1 スマイルプロジェクト」を使う。ただ、本研究で被験者に提示する印刷広告は実際
のキャンペーンで使われたもののかわりに、Lafferty and Edmondson (2009)の研究で
使われた印刷広告を参考に、筆者が作成したものである。（添付資料３に参照） 
 
第二項 調査表の設計 
  
 本研究の調査表は、印刷広告でコーズの写真を使ったものとブランドの写真を使っ
たものの２種類がある。２通りの調査表は提示された印刷広告を除いて、内容は全く
同じである。 
 調査票の質問項目は、Lafferty and Edmondson (2009)の研究の質問項目を参考し、
筆者が作成した。「ブランドの親しみ度」、「コーズの親しみ度」、「コーズの重要度」、
「CBA への態度」、「ブランドへの態度」、「コーズへの態度」、「企業への態度」と「購
買意図」の 8 つの変数を 27 個の質問項目で聞いている。各質問項目に対する回答は
Likert５段階評価を用い、「１．全く当てはまらない、２．当てはまらない、３．どち
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らともいえない、４．当てはまる、５．非常に当てはまる」の中から選択するという
形式を使っている。 
 調査表は４ページで構成されている。1 ページ目では、被験者の性別、年齢、普段チ
ョコレートを食べるかどうか、社会貢献活動に関心を持っているかどうかについて、
聞いている。そして、２ページ目では、森永製菓「1 チョコ for 1 スマイルプロジェク
ト」について、被験者に「ブランドへの親しみ度」、「コーズへの親しみ度」、「コーズ
の重要度」を尋ねている。３ページ目では実験刺激物の印刷広告を提示している。そ
れから４ページ目までは「CBA への態度」、「ブランドへの態度」、「コーズへの態度」、
「企業への態度」、「購買意図」についての質問項目で構成されている。（添付資料４に
参照） 
 
第三項 調査の実施概要 
 
 本調査は 2009 年 11 月 11 日に、専修大学商学部の学生 112 名（男性：83 名、女性：
29 名、平均年齢：21.1 歳）を対象にして実施した。被験者はランダムに２つのグルー
プに分けられて、それぞれにコーズの写真とブランドの写真の印刷広告の２通りの調
査票を答えてもらった（コーズ：57 枚、ブランド：55 枚）。 
 
第二節  調査結果 
 
第一項 各下位尺度の内的整合性の検討 
 
１．全項目での検討 
 
 調査表の 27 項目に対し、各変数の下位尺度のα係数を検討している（表４－１）。 
表４－１ 
  ブランドの親しみ度 コーズの親しみ度 コーズの重要度 CBAへの態度
質問項目 Q1①‐⑤ Q2①‐⑤ Q3①‐③ Q4①‐④ 
α係数 0.784 0.643 0.768 0.823 
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 ブランドへの態度 コーズへの態度 企業への態度 購買意図 
質問項目 Q5①‐③ Q6①‐③ Q7①‐③ Q8 
α係数 0.806 0.781 0.841 なし 
 
その結果、「コーズの親しみ度」尺度のα係数はやや低い結果となった。 
 
２．「コーズの親しみ度」尺度の再検討 
 
 「コーズの親しみ度」質問項目（Q2①－⑤）に対し、再検討を行った。そして、「コ
ーズの親しみ度」の Q2②、③を削除して検討したところ、α係数は 0.713 の値を示し
た。その後の分析で、質問（Q2②、③、④）を使い、「コーズの親しみ度」に対して
分析を行うことにした。 
 
第二項 t 検定 
 
 まずは、全体の被験者の対象に、コーズの写真とブランドの写真の印刷広告を見せ
た後、二つのグループの「CBA への態度」、「ブランドへの態度」、「コーズへの態度」、
「企業への態度」、「購買意図」の差に対し t 検定を行ったが、それぞれ有意な差は見
られなかった。そして、被験者を「普段チョコレートを食べている」と「普段チョコ
レートを食べていない」のグループに分けて、それぞれのグループの中で、もう一度
コーズの写真とブランドの写真の印刷広告を見た後の「CBA への態度」、「ブランドへ
の態度」、「コーズへの態度」、「企業への態度」、「購買意図」の差に対し t 検定を行っ
たが、有意な差が見られなかった。さらに、被験者を「社会貢献活動に関心を持って
いる」グループと「社会貢献活動に関心を持っていない」グループで分けて、t 検定を
行ったが、こちらも同じく有意な差が見られなかった。（データは添付資料５に参照） 
 
第三節  考察 
 
 コーズの写真の印刷広告とブランドの写真の印刷広告を見せた２つのグループの間
に、ｔ検定でいずれも有意な差が見られなかったという結果を受け、その理由の検討
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を中心に考察していく。 
 
第一項 Lafferty and Edmondson (2009)の研究との比較 
 
 今回の実証研究と Lafferty and Edmondson (2009)の実験の条件を比較し、表４－
２のようにまとめている。 
 
表４－２ Lafferty and Edmondson (2009)と本研究の実験条件の比較 
  Lafferty and Edmondson (2009) 本研究 
●被験者 
職業 非学生 学生 
人数 495 人 112 人 
●実験刺激物 
キャンペーン 
1998 年にアメリカで実際に行われ
たキャンペーン 
最近日本で実際に行っている
キャンペーン 
印刷広告 
コーズ：実際に使われたもの   
ブランド：実験のために作ったもの
全部実験のために作ったもの
印刷広告の内容 写真、コピー、ロゴ 写真、コピー、ロゴ 
●実験対象の製品・ブランド 
カテゴリー 食品（ビスケット類） 食品（チョコレート） 
価格 低額 低額 
ブランドの親しみ度 親しみ度が高い 親しみ度が高い 
●実験対象のコーズ 
支援対象 野生の熊 発展途上国の子供 
種類 地球の生態保護 途上国への支援、子供関連 
地域 全世界 発展途上国 
コーズの親しみ度 親しみ度が低い 親しみ度が低い 
コーズの重要度 重要度低い 重要度が高い 
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本研究におけるコーズ及びブランド・製品の選択は Lafferty and Edmondson (2009)
の研究を参考しているため、表４－２でわかるように、支援先コーズの種類と重要度
以外は、あまり差がなかった。そして、支援先コーズの重要度に関して、ブランドへ
の親しみ度はコーズの重要度よりも消費者に影響を与える（Lafferty, 2009）ので、コ
ーズの重要度の差は研究結果に影響を与えていないであろう。 
 一方、Lafferty and Edmondson (2009)の研究の被験者は非学生であるのに対し、本
研究の被験者は全部大学生である。消費者のデモグラフィック要因が CRM への態度
と購買意図に影響を与える（Webb & Mohr, 1998、Youn & Kim, 2008）ので、被験者
の職業は研究結果に影響する要因の一つだと考えられる。 
 
第二項 他の要因の可能性 
 
１． コーズ側の要素 
 
 まず、支援先コーズの地域性が考えられる。消費者は、全国範囲のコーズよりも消
費者の地元範囲のコーズに対して、好意的である（Ross, Patterson & Stutts, 1992、 
Grau & Folse）。森永製菓「1 チョコ for 1 スマイルプロジェクト」は発展途上国のた
めのコーズを支援しているので、消費者の態度に影響しにくかったと考えられる。 
また、コーズの対象も要因として考えられる。Youn & Kim (2008)は特定少数の人
のためのコーズより、大衆のためのコーズの方が消費者の共感が得られると指摘して
いる。本研究での支援先コーズの対象は発展途上国の子供であったため、消費者の共
感を得づらく、影響が見られない理由だとも考えられる。 
 
２．消費者側の要素 
 
 Ross, Patterson & Stutts (1992)は、男性よりも、女性の方が CRM キャンペーンに
影響されやすいと指摘している。本研究の被験者は男性 83 名、女性 29 名で、全体の
被験者の人数から見て、女性の比率が低かったことも研究の結果に影響した一つの要
因だと考えられる。 
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３．その他 
 
 本研究で、コーズの写真とブランドの写真の２通りの印刷広告を作ったが、その刺
激は消費者にとって不十分であった可能性があることも理由の一つとして考えられる。 
 続いて、調査項目の不備が挙げられる。本研究の調査表は Lafferty and Edmondson 
(2009)の研究に基づいて、著者自身で作成したものだが、消費者の態度と購買意図を
測定するための尺度としてふさわしいものでなかった可能性がある。他の先行研究で
用いられた尺度も参考にし、より緻密な調査票を作成し、調査を行う必要性があった
とも考えられる。 
 また、本研究のサンプル数が 112 名と、やや少なかったことも要因の一つとして考
えられる。 
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終章 むすび 
 
 本稿では、近年高い関心を集めているコーズ・リレーテッド・マーケティング（CRM）
が消費者行動に与える影響について、その起源から定義、位置づけ、そして消費者に
受け入れられる背景を述べ、CRM と消費者行動に関する先行研究と CRM 広告に関す
る先行研究のレビューを踏まえた上で、CRM 広告の視覚要素の効果に関する実験を行
うという手順で進めてきた。本章では、本研究のインプリケーションと本研究の限界
と今後の課題について述べる。 
 
第一節 本研究のインプリケーション―CRM 研究の方向性 
 
 本稿では、CRM に関する先行研究を、消費者行動と広告コミュニケーションの二つ
のアプローチでレビューしきた。 
 CRM と消費者行動に関する研究はたくさん蓄積されている。本稿では、CRM の効
果（つまり、CRM が消費者の態度と行動に与える影響）のアプローチでレビューを行
っているが、添付資料１でまとめたように、CRM の各要素（コーズ側の要素、ブラン
ド・製品側の要素、消費者側の要素、企業側の要素）のアプローチも考えられる。 
先行研究で見てきたように、CRM は消費者の態度と購買意図に好影響をもたらす。
（Ross, Patterson & Stutts 1992、Strahilevitz & Myers 1998、Webb & Mohr 1998、 
Barone, Miyazaki & Taylor 2000、Ellen, Mohr & Webb 2000、Dwane 2003、Pracejus 
& Olsen 2004、Cornwell & Coote 2005、Vaidyanathan & Aggarwal 2005、Grau & 
Folse 2007 、Nan & Heo 2007、 Lafferty 2007）。一方、CRM の研究では、ブラン
ド・コーズ適合度が消費者の態度と購買意図に影響しないとの結論がほとんどである
（Lafferty, Goldsmith & Hult,2004、Nan & Heo, 2007、Lafferty, 2007、Lafferty, 
2009）。このような結果は意外ではあるが、これからの CRM 研究の方向性であると考
える。例えば、CRM におけるコーズ・ブランド適合度の概念の精緻化や、コーズ・ブ
ランド適合度が作用するための境界条件などが方向性として考えられる。 
CRM と消費者行動に関する研究と比べて、CRM 広告に関する研究の数は少ないが、
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CRM 活動における広告コミュニケーションの重要な役割は多くの先行研究で指摘さ
れている（Ross, Patterson & Stutts, 1992、Dwane, 2003、Hajjat, 2003、Lafferty, 
Goldsmith & Hult, 2004、Pracejus & Olsen,2004、Lafferty & Goldsmith, 2005、
Vaidyanathan & Aggarwal, 2005、Grau & Folse, 2007、Lafferty, 2007、Nan & Heo, 
2007、Lafferty, 2009）。特に近年では CRM 広告の表現が消費者の態度と購買行動に
与える影響についての研究が現れている（Olsen, Pracejus & Brown, 2003、Pracejus, 
Olsen & Brown, 2004、 Grau & Folse,2007、世良，2008、Lafferty & Edmondson, 
2009）。これからの CRM に関する研究で、広告表現の影響も一つの方向性として考え
られる。 
 
第二節 本研究の限界と今後の課題 
 
 本研究の限界として、まず、先行研究レビューでマーケティング分野の主要なジャ
ーナルに掲載されている論文を中心としたことである。実際に CRM に関する研究は
経営倫理、心理学などの分野でも数多く研究されている。これらの領域で行われた研
究を対象に加えることによって、その未知なる効果をより深く理解できると考える。 
また、本稿は Lafferty and Edmondson (2009)の研究を参考に、CRM 広告での写真
の違いによる消費者の態度と購買行動への影響について、調査を行ったが、分析で有
意な結果が現れなかった。今回取り上げた考えられる理由を、今後の CRM に関する
実証研究の改善点として参考にしてほしい。 
 まず、CRM の効果に影響を与える要素として消費者側の要素、企業側の要素、コー
ズ側の要素とブランド・製品側の要素などがある。本研究では、実際に行われたキャ
ンペーンを用いたが、架空の製品・ブランド、支援先コーズ、キャンペーンのほうが
実験で各影響要因をうまくコントロールすることができる。 
 次に、CRM の研究では、紙媒体の広告は実験でよく用いられている。そのため、実
験用の印刷広告として、消費者へ十分なインパクトがあるものがより望ましい。つま
り、広告表現（写真、コピーの内容）で工夫する必要がある。 
 最後に、本研究での調査対象は大学生であったが、消費者のデモグラフィック要因
も CRM の効果に影響するので、被験者の年齢、性別、職業などで偏りを避ける必要
がある。そして、サンプル数も多いほど好ましいため、インターネットでの調査が望
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ましく思われる。 
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添付資料１ CRM と消費者行動に関する先行研究のサマリー 
 
表２－５－１ コーズ側の要素の影響 
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  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Ross, 
Patterson & 
Stutts (1992) 
支援先コーズの地域性 
「全国範囲 vs.地元範囲」 
なし 
企業への態度；
コーズへの態度
地域範囲のコーズ＞全国範囲のコーズ 
Ellen, Mohr & 
Webb (2000) 
①寄付状況「disaster vs. 
ongoing cause」；②企業のコア
ビジネスとコーズへの提供物と
の一致度 
なし 
CRM キャンペ
ーンへの評価 
①寄付状況：天災のほうに対して好意的である；②ホ
ーム・センターにおいて、コーズへの提供物との一致
度が低いほど、評価される 
Hajjat (2003) 寄付金額の多寡 なし 
ブランドへの態
度、購買意図 
コーズとの関与度が高いかつ寄付金額が多い場合と、
コーズとの関与度が低くかつ寄付金額が低い場合、
CRM が消費者に対する影響力がある。 
Lafferty, 
Goldsmith & 
Hult (2004) 
コーズへの態度（前）；   
ブランドへの態度（前）； 
ブランドコーズ名前の適合度；
コーズ製品カテゴリーの適合度
コーズへの   
親しみ度 
CBA への態度；
コーズへの態度
（後）；ブラン
ドへの態度（後）
コーズへの親しみ度が高いほど、CBA への態度がコー
ズへの態度とブランド態度に大きな影響を与えてい
る；コーズへの親しみ度が高いほど、コーズへの事前
態度が CBA への態度に大きな影響を与えている 
Lafferty & 
Goldsmith 
(2005) 
コーズへの態度（前）； 
ブランドへの態度（後） 
コーズへの   
親しみ度 
コーズへの態度
（後）；    
ブランドへの態
度（後） 
①支援先コーズへの親しみ度にかかわらず、CBA はブ
ランドに対する態度にプラスの影響がある；②コーズ
への親しみ度の高い者は CBA によるコーズへの態度
を高めることはなく、コーズへの親しみ度の低い者は
コーズへの態度を高めた。 
表２－５－２ コーズ側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Grau & Folse 
(2007) 
支援先コーズの地域性   
（全国範囲 vs.地元範囲） 
消費者の   
コーズへの関与度 
CRM キャンペ
ーンへの態度と
参加意欲 
地元範囲のコーズを支援したほうが、消費者の CRM キ
ャンペーンへの態度が好意的である；コーズへの関与
が低い消費者にとって、地元範囲のコーズを支援した
ほうが、CRM キャンペーンへの態度が好意的で、参加
意欲が高い。 
Youn & Kim 
(2008) 
デモグラフィック要因； 
サイコグラフィック要因； 
過去の向社会的行動 
コーズの対象  
（特定少数 vs.大衆）
CRM への態度
特定少数の人のためのコーズと大衆のためのコーズに
支持する消費者はそれぞれデモグラフィック要因、サ
イコグラフィック要因、過去の向社会的行動から影響
を受けている。 
Lafferty (2009) コーズの重要度 
ブランド 
の親しみ度 
企業への態度、
ブランドへの態
度、購買意図 
ブランドへの親しみ度はコーズの重要度より、消費者
の態度と購買意図に大きい影響を与えている；コーズ
の重要度が高まるにつれて、ブランドがよく知られて
いる場合と知られていない場合のブランドへの態度・
企業への態度・購買意図の差が小さくなる；コーズの
重要度による消費者の態度と購買意図へのプラスの影
響は見られなかった。 
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表２－６－１ 消費者側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Ross, 
Patterson & 
Stutts (1992) 
消費者の性別 なし 
企業への態度；
コーズへの態度
女性のほうが、男性よりも CRM に対して高い評価を与
えている。また、子供のいる人のほうが、子供がいな
い人よりも CRM に対して好意である。 
Webb & Mohr 
(1998)    
定性調査 
消費者の分類：①懐疑的な消費
者、②保守的な消費者、③冷静
的な消費者、④社会への関心が
高い消費者 
なし 
企業への態度 
購買行動 
CRM が消費者の企業への態度と購買行動に好影響をも
たらす。 
Broderick, Jogi 
& Garry (2003)
定性調査 
支援先コーズと感情レベルの個
人的な関与 
なし 消費者の態度 
支援先コ一ズとの感情レベルの個 人的な関与が、CRM 
キャンペーンに対する顧客の態度形成の重要な区別要
因である。 
Lafferty, 
Goldsmith & 
Hult (2004) 
コーズへの態度（前）； 
ブランドへの態度（前）； 
コーズへの   
親しみ度 
CBA への態度；
コーズへの態度
（後）；ブラン
ドへの態度（後）
コーズへの事前態度とブランドへの事前態度は CBA
を通してのコーズとブランドへの態度に大きな影響を
与えている。 
Cornwell & 
Coote (2005) 
支援先コーズに対する消費者と
の「共感（identification）」 
なし 購買意図 
支援先コーズに対する消費者との「共感」は購買意思
にプラスの影響を与える。 
Vaidyanathan 
& Aggarwal 
(2005) 
消費者の支援先コーズに対する
コミットメン 
なし 購買意図 
消費者の支援先コーズに対するコミットメンは CRM
広告を通しての購買意図に影響を及ぼす。 
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表２－６－２ 消費者側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Lafferty & 
Goldsmith 
(2005) 
コーズへの態度（前）；ブラン
ドへの態度（後） 
コーズへの   
親しみ度 
コーズへの態度
（後）；    
ブランドへの態
度（後） 
①支援先コーズへの親しみ度にかかわらず、CBA はブ
ランドに対する態度にプラスの影響がある；②コーズ
への親しみ度の高い者は CBA によるコーズへの態度
を高めることはなく、コーズへの親しみ度の低い者は
コーズへの態度を高めた。 
Grau & Folse 
(2007) 
支援先コーズの地域性   
（全国範囲 vs.地元範囲） 
消費者の   
コーズへの関与度 
CRM キャンペ
ーンへの態度と
参加意欲 
①支援先コーズへの関与が高い消費者のほうが参加意
欲が高い；②地元範囲のコーズを支援したほうが、消
費者の CRM キャンペーンへの態度が好意的である；③
コーズへの関与が低い消費者にとって、地元範囲のコ
ーズを支援したほうが、CRM キャンペーンへの態度が
好意的で、参加意欲が高い。 
Nan & Heo 
(2007) 
コーズ・ブランド適合度 
消費者の   
ブランド意識 
広告への態度、
ブランドへの態
度、企業への態
度 
①CRM を含んだ広告は企業への好意的な態度をもた
らすことができる；②コーズ・ブランド適合度の影響
は見られなかった；③ブランド意識の高い消費者はコ
ーズ・ブランド適合度の高いほど広告及びブランドへ
の態度が好意的である。④ブランド意識の低い消費者
にはコーズ・ブランド適合度の影響が見られなかった。 
Youn & Kim 
(2008) 
デモグラフィック要因；   
サイコグラフィック要因；  
過去の向社会的行動 
コーズの対象  
（特定少数 vs.大衆）
CRM への態度
特定少数の人のためのコーズと大衆のためのコーズに
支持する消費者はそれぞれデモグラフィック要因、サ
イコグラフィック要因、過去の向社会的行動から影響
を受けている。 
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表２－７ 製品・ブランド側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Strahilevitz & Myers 
(1998) 
娯楽品 vs.実用品 なし 
ブランドへの
態度と 
購買行動 
現金の返済よりも、チャリティへの寄付のほうが、
実用品よりも、娯楽品において、消費者のより好意
的な態度と実際の購買行動につながる 
Barone, Miyazak & 
Taylor (2000) 
企業の支援動機の正当性 
① 製品の質；  
② 製品パフォーマ
ンス； 
③ 製品の価格 
消費者の   
製品選択 
①同質の製品の場合、支援動機の正当性が認めれば、
その程度にかかわらず製品が選択される；②製品パ
フォーマンスが異なる場合、支援動機の正当性の程
度が製品選択に影響する；③価格が異なる場合、②
と同じ結果が出ている 
Brink, 
Odekerken-SchrÖder 
& Pauwels (2006) 
戦略的 CRM vs.戦術的 CRM
（実施期間の長さ） 
製品の関与度 
ブランドへの
ロイヤルティ
低関与の製品に対して長期的な CRM を行う場合、
消費者のブランドへのロイヤルティが高められた；
短期的な CRM の場合、製品の関与度にかかわらず、
ブランド・ロイヤルティへ影響を与えなかった。 
Lafferty (2009) 
コーズの重要度、       
コーズ・ブランド適合度 
ブランドの 
親しみ度 
企業への態度、
ブランドへの
態度、購買意図
ブランドへの親しみ度はコーズの重要度より、消費
者の態度と購買意図に大きい影響を与えている；コ
ーズの重要度が高まるにつれて、ブランドがよく知
られている場合と知られていない場合のブランドへ
の態度・企業への態度・購買意図の差が小さくなる；
コーズの重要度による消費者の態度と購買意図への
プラスの影響は見られなかった。 
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表２－８－１ 企業側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Strahilevitz & 
Myers (1998) 
返金 vs.チャリティへの寄付 なし 
ブランドへの
態度と 
購買行動 
現金の返済よりも、チャリティへの寄付のほうが、実
用品よりも、娯楽品において、消費者のより好意的な
態度と実際の購買行動につながる。 
Barone, Miyazaki 
& Taylor (2000) 
企業の支援動機の正当性 
① 製品の質； 
② 製品パフォーマ
ンス； 
③ 製品の価格 
消費者の   
製品選択 
①同質の製品の場合、支援動機の正当性が認めれば、
その程度にかかわらず製品が選択される；②製品パフ
ォーマンスが異なる場合、支援動機の正当性の程度が
製品選択に影響する；③価格が異なる場合、②と同じ
結果が出ている。 
Ellen, Mohr & 
Webb (2000) 
コーズへの寄付形態「モノ vs.
現金」；企業のコーズに対する
コミットメント 
なし 
CRM キャンペ
ーンへの評価 
寄付形態：モノが現金より利他的に取られている；マ
ッチングギフトは、消費者側の評価は得られなかっ
た。 
Dwane (2003) 
企業の寄付形式（CRM を通し
た寄付 vs.無条件の寄付） 
企業の    
レピュテーション
企業への評価 
社会的無責任な企業（irresponsible firms）は寄付形
式にかかわらず消費者の好感を強めた；普通な企業は
無条件的な寄付活動を行うことによって消費者の好
感を強めた；良心的であると思われる企業は、CRM
を行うことで消費者の反感を招いた。 
Hajjat (2003) 寄付金額の多寡 なし 
ブランドへの
態度、購買意図
コーズとの関与度が高いかつ寄付金額が多い場合と、
コーズとの関与度が低くかつ寄付金額が低い場合、
CRM が消費者に対する影響力がある。 
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表２－８－２ 企業側の要素の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Brink, 
Odekerken-SchrÖder 
& Pauwels (2006) 
戦略的 CRM vs.戦術的 CRM
（実施期間の長さ） 
製品の関与度 
ブランドへの
ロイヤルティ
低関与の製品に対して長期的な CRM を行う場合、
消費者のブランドへのロイヤルティが高められた；
短期的な CRM の場合、製品の関与度にかかわらず、
ブランド・ロイヤルティへ影響を与えなかった。 
Lafferty (2007) コーズ・ブランドの適合度 
企業の信頼性  
（高・中・低） 
企業への態度、
ブランドへの
態度、購買意図
企業の信頼が高いほどブランドへの態度と購買意図
へ正の影響がある；コーズとブランドの適合度は企
業の信頼性の高さにかかわらず、消費者の態度と購
買意図に影響を与えない。 
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表２－９ コーズ・ブランド適合度の影響 
  独立変数 モデレータ変数 従属変数 結果 
Lafferty, 
Goldsmith & 
Hult (2004) 
ブランドコーズ名前の適合度；
コーズ製品カテゴリーの適合度
コーズへの   
親しみ度 
CBA への態度；
コーズへの態度
（後）；ブラン
ドへの態度（後）
ブランドとコーズの名前の適合度が高いほど、CBA へ
の態度に好影響を与える；コーズと製品カテゴリーの
適合度が CBA への態度に与える影響が見られなかっ
た。 
Nan & Heo 
(2007) 
コーズ・ブランド適合度 
消費者の   
ブランド意識 
広告への態度、
ブランドへの態
度、企業への態
度 
コーズ・ブランド適合度にかかわらず、CRM を含んだ
広告は企業への好意的な態度をもたらすことができ
る。しかし、コーズ・ブランド適合度の高低が消費者
の態度に影響与えなかった。また、ブランド意識の高
い消費者はコーズ・ブランド適合度の高いほど広告及
びブランドへの態度が好意的である。ブランド意識の
低い消費者にはコーズ・ブランド適合度の影響が見ら
れなかった。 
Lafferty (2007) コーズ・ブランドの適合度 
企業の信頼性  
（高・中・低） 
企業への態度、
ブランドへの態
度、購買意図 
コーズとブランドの適合度は企業の信頼性の高さにか
かわらず、消費者の態度と購買意図に影響を与えない。 
Lafferty (2009)  コーズ・ブランド適合度 
ブランドの 
親しみ度 
企業への態度、
ブランドへの態
度、購買意図 
コーズ・ブランド適合度はブランド態度・企業への態
度・購買意図に影響しなかった。 
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添付資料２：Lafferty and Edmondson (2009)の実験で使われた広告 
 
          コーズの写真の広告                         ブランドの写真の広告 
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添付資料３：本研究の実証研究で使われた印刷広告 
 
ブランドの写真の広告                          コーズの写真の広告 
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添付資料４：本研究の質問表（ブランドの写真の場合） 
 
消費者心理に関するアンケート 
 
 
本日はお忙しいところ、ご協力頂きまして、ありがとうございます。 
修士論文研究の一環として、みなさまにアンケートにお答え頂きます。 
いろいろな質問に対する回答を記入していただきますが、データはまとめて計算処理します
ので、みなさまの個人の回答などが公表されるようなことは絶対にありません。 
 
回答に当たっては、アンケート用紙の質問文の指示に従っておすすめください。 
あまり深くお考えにならず、どうぞお気軽にお答えください。 
 
お時間を頂きますが、ご理解の上、ご協力下さいますよう、どうぞ宜しくお願い申し上げま
す。 
 
早稲田大学大学院商学研究科修士課程 
亀井昭宏研究室 
    葛佳琪 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ まず最初に、あなたご自身のことについてご記入ください。 
 
１．性別：１．男性   ２．女性 
２．年齢：（  ）才 
３． 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①普段チョコレートを食べている ５ ４ ３ ２ １ 
②社会貢献活動に関心を持っている ５ ４ ３ ２ １ 
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以下の質問について、あなたのお考えや行動に最も近いものを、１～５の中から１つだけ「○」
をつけてお答え下さい。 
 
Q1. 森永製菓のチョコレート製品について、お答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①知っている ５ ４ ３ ２ １ 
②関心がある ５ ４ ３ ２ １ 
③親しみを感じる ５ ４ ３ ２ １ 
④購入したことがある ５ ４ ３ ２ １ 
⑤広告で見た覚えがある ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q２. 国際 NGO 団体「プラン・ジャパン」が発展途上国の子供たちに教育支援を実施するプ
ロジェクトについて、お答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①知っている ５ ４ ３ ２ １ 
②関心がある ５ ４ ３ ２ １ 
③親しみを感じる ５ ４ ３ ２ １ 
④協力したことがある ５ ４ ３ ２ １ 
⑤広告で見た覚えがある ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q３. 国際 NGO 団体「プラン・ジャパン」が発展途上国の子供たちに教育支援を実施するプ
ロジェクトについて、お答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①重要であると思う ５ ４ ３ ２ １ 
②私にとって意味があると思う ５ ４ ３ ２ １ 
③社会的意義があると思う ５ ４ ３ ２ １ 
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この広告をちゃんと見てから、以下の質問にお答えください 
 
Q4. この広告を見てから、森永製菓のチョコレート製品とプラン・ジャパンが提携するキャン
ペーン「1 チョコ for 1 スマイル」についてお答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①良いキャンペーンだと思う ５ ４ ３ ２ １ 
②好きである ５ ４ ３ ２ １ 
③参加したいと思う ５ ４ ３ ２ １ 
④賛同する ５ ４ ３ ２ １ 
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Q5 この広告を見てから、森永製菓のチョコレート製品についてお答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①良い製品だと思う ５ ４ ３ ２ １ 
②好きである ５ ４ ３ ２ １ 
③市場価値があると思う ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q6. この広告を見てから、国際 NGO 団体「プラン・ジャパン」が発展途上国の子供たちに教
育支援を実施するプロジェクトについて、お答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①良いプロジェクトだと思う ５ ４ ３ ２ １ 
②好きである ５ ４ ３ ２ １ 
③協力したいと思う ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q7. この広告を見てから、森永製菓について、お答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①良い企業だと思う ５ ４ ３ ２ １ 
②好きである ５ ４ ３ ２ １ 
③応援したいと思う ５ ４ ３ ２ １ 
 
Q8. この広告を見てから、チョコレートを買うなら、森永製菓のチョコレート製品を選ぶかど
うかについてお答えください： 
         
 
五段階評価 
  
    質問項目 
非常に当てはまる
 
 
どちらともいえない
 
当てはまらない
 
全く当てはまらない
 
①森永製菓のチョコを選ぶ ５ ４ ３ ２ １ 
～ご協力ありがとうございました～ 
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添付資料５：t検定
全体
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値の
標準誤差
Bd親しみ度 コーズ 57 3.9263 .57025 .07553
ブランド 55 4.0545 .65597 .08845
Ca親しみ度 コーズ 57 1.4269 .64474 .08540
ブランド 55 1.4727 .59036 .07960
Ca重要度 コーズ 57 3.8070 .69278 .09176
ブランド 55 3.7273 .74561 .10054
CBA態度 コーズ 57 4.0219 .66862 .08856
ブランド 55 4.1591 .76734 .10347
ブランド態
度
コーズ 57 4.0000 .63308 .08385
ブランド 55 4.1333 .65609 .08847
コーズ態度 コーズ 57 3.8830 .77278 .10236
ブランド 55 4.1091 .68510 .09238
企業態度 コーズ 57 3.9591 .71289 .09442
ブランド 55 4.0848 .71497 .09641
購買意図 コーズ 57 3.5614 .75634 .10018
ブランド 55 3.5273 .79009 .10654
独立サンプルの検定
 
等分散性のた
めの Levene 2 つの母平均の差の検定
F 値 有意確率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値の
差
差の標
準誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
Bd親しみ度 等分散を仮
定する。
.034 .855 -1.105 110 .271 -.12823 .11602 -.35816 .10170
等分散を仮
定しない。
-1.102 106.738 .273 -.12823 .11631 -.35881 .10235
Ca親しみ度 等分散を仮
定する。
.136 .713 -.392 110 .696 -.04583 .11693 -.27756 .18590
等分散を仮
定しない。
-.393 109.704 .695 -.04583 .11675 -.27720 .18554
Ca重要度 等分散を仮
定する。
.086 .770 .587 110 .559 .07974 .13594 -.18965 .34914
等分散を仮
定しない。
.586 108.702 .559 .07974 .13612 -.19004 .34953
CBA態度 等分散を仮
定する。
.014 .906 -1.010 110 .315 -.13716 .13586 -.40640 .13208
等分散を仮
定しない。
-1.007 106.820 .316 -.13716 .13619 -.40715 .13283
ブランド態
度
等分散を仮
定する。
.303 .583 -1.095 110 .276 -.13333 .12181 -.37474 .10807
等分散を仮
定しない。
-1.094 109.437 .276 -.13333 .12189 -.37491 .10824
コーズ態度 等分散を仮
定する。
1.413 .237 -1.636 110 .105 -.22605 .13818 -.49989 .04779
等分散を仮
定しない。
-1.639 109.228 .104 -.22605 .13788 -.49932 .04722
企業態度 等分散を仮
定する。
.173 .678 -.932 110 .353 -.12578 .13494 -.39320 .14163
等分散を仮
定しない。
-.932 109.833 .353 -.12578 .13495 -.39322 .14165
購買意図 等分散を仮
定する。
.062 .804 .234 110 .816 .03413 .14612 -.25545 .32371
等分散を仮
定しない。
.233 109.307 .816 .03413 .14624 -.25570 .32396
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チョコ好きⅠ（Q0a＞３）
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 29 4.2069 .49709 .09231
ブランド 32 4.2750 .50482 .08924
平Ca親しみ
度
コーズ 29 1.3908 .55684 .10340
ブランド 32 1.5313 .64956 .11483
平Ca重要度 コーズ 29 3.9425 .70749 .13138
ブランド 32 3.8125 .67169 .11874
平CBA態度 コーズ 29 4.1379 .64637 .12003
ブランド 32 4.3672 .53500 .09458
平ブランド
態度
コーズ 29 4.2184 .57924 .10756
ブランド 32 4.3854 .56231 .09940
平コーズ態
度
コーズ 29 4.0000 .77152 .14327
ブランド 32 4.3021 .57648 .10191
平企業態度 コーズ 29 4.0805 .69382 .12884
ブランド 32 4.3229 .59559 .10529
購買意図 コーズ 29 3.5172 .68768 .12770
ブランド 32 3.6250 .79312 .14020
独立サンプルの検定等分散性のため
 
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値の
差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
.036 .850 -.530 59 .598 -.06810 .12849 -.32521 .18900
等分散を仮
定しない。
-.530 58.579 .598 -.06810 .12839 -.32505 .18884
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
2.285 .136 -.902 59 .371 -.14045 .15571 -.45202 .17113
等分散を仮
定しない。
-.909 58.831 .367 -.14045 .15452 -.44966 .16877
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
.271 .605 .736 59 .465 .13003 .17663 -.22340 .48346
等分散を仮
定しない。
.734 57.670 .466 .13003 .17709 -.22449 .48455
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.754 .389 -1.514 59 .135 -.22926 .15139 -.53219 .07367
等分散を仮
定しない。
-1.500 54.564 .139 -.22926 .15281 -.53555 .07704
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.083 .774 -1.142 59 .258 -.16703 .14624 -.45966 .12561
等分散を仮
定しない。
-1.140 58.023 .259 -.16703 .14646 -.46020 .12615
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
3.870 .054 -1.743 59 .087 -.30208 .17334 -.64893 .04477
等分散を仮
定しない。
-1.718 51.576 .092 -.30208 .17581 -.65495 .05078
平企業態度 等分散を仮
定する。
.494 .485 -1.468 59 .147 -.24246 .16513 -.57288 .08797
等分散を仮
定しない。
-1.457 55.520 .151 -.24246 .16639 -.57584 .09092
購買意図 等分散を仮
定する。
.079 .779 -.564 59 .575 -.10776 .19099 -.48993 .27441
等分散を仮
定しない。
-.568 58.894 .572 -.10776 .18964 -.48725 .27173
90
チョコ好きⅡ(Q0a＞＝３）
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 44 4.0455 .52979 .07987
ブランド 43 4.2093 .47600 .07259
平Ca親しみ
度
コーズ 44 1.3485 .50810 .07660
ブランド 43 1.5271 .60524 .09230
平Ca重要度 コーズ 44 3.8636 .72003 .10855
ブランド 43 3.8372 .60584 .09239
平CBA態度 コーズ 44 4.1648 .61461 .09266
ブランド 43 4.3314 .53095 .08097
平ブランド
態度
コーズ 44 4.1364 .54899 .08276
ブランド 43 4.2868 .54229 .08270
平コーズ態
度
コーズ 44 4.0076 .72778 .10972
ブランド 43 4.2636 .55185 .08416
平企業態度 コーズ 44 4.0303 .65422 .09863
ブランド 43 4.2403 .55552 .08472
購買意図 コーズ 44 3.5909 .75693 .11411
ブランド 43 3.6279 .72451 .11049
独立サンプルの検定等分散性のため
 
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値の
差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
1.409 .238 -1.516 85 .133 -.16385 .10806 -.37870 .05101
等分散を仮
定しない。
-1.518 84.411 .133 -.16385 .10793 -.37846 .05076
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
3.824 .054 -1.492 85 .139 -.17865 .11970 -.41664 .05935
等分散を仮
定しない。
-1.489 81.853 .140 -.17865 .11994 -.41726 .05996
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
1.973 .164 .185 85 .854 .02643 .14283 -.25755 .31041
等分散を仮
定しない。
.185 83.177 .853 .02643 .14254 -.25708 .30993
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.618 .434 -1.352 85 .180 -.16662 .12326 -.41169 .07845
等分散を仮
定しない。
-1.354 83.748 .179 -.16662 .12305 -.41133 .07808
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.005 .943 -1.286 85 .202 -.15046 .11702 -.38312 .08220
等分散を仮
定しない。
-1.286 84.990 .202 -.15046 .11700 -.38308 .08217
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
4.179 .044 -1.846 85 .068 -.25599 .13871 -.53178 .01980
等分散を仮
定しない。
-1.851 80.097 .068 -.25599 .13828 -.53116 .01918
平企業態度 等分散を仮
定する。
1.078 .302 -1.612 85 .111 -.21001 .13026 -.46900 .04899
等分散を仮
定しない。
-1.615 83.386 .110 -.21001 .13002 -.46859 .04857
購買意図 等分散を仮
定する。
.811 .370 -.233 85 .816 -.03700 .15892 -.35297 .27897
等分散を仮
定しない。
-.233 84.964 .816 -.03700 .15884 -.35281 .27881
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チョコ嫌いⅠ（Q0a＜３）
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 13 3.5231 .53253 .14770
ブランド 12 3.5000 .90453 .26112
平Ca親しみ
度
コーズ 13 1.6923 .95706 .26544
ブランド 12 1.2778 .50918 .14699
平Ca重要度 コーズ 13 3.6154 .57488 .15944
ブランド 12 3.3333 1.05409 .30429
平CBA態度 コーズ 13 3.5385 .63612 .17643
ブランド 12 3.5417 1.13234 .32688
平ブランド
態度
コーズ 13 3.5385 .70104 .19443
ブランド 12 3.5833 .75378 .21760
平コーズ態
度
コーズ 13 3.4615 .79975 .22181
ブランド 12 3.5556 .84487 .24389
平企業態度 コーズ 13 3.7179 .86972 .24122
ブランド 12 3.5278 .94771 .27358
購買意図 コーズ 13 3.4615 .77625 .21529
ブランド 12 3.1667 .93744 .27061
独立サンプルの検定
 
等分散性のため
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値
の差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
2.419 .134 .078 23 .938 .02308 .29397 -.58505 .63121
等分散を仮
定しない。
.077 17.521 .940 .02308 .29999 -.60843 .65458
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
3.717 .066 1.335 23 .195 .41453 .31057 -.22794 1.05700
等分散を仮
定しない。
1.366 18.582 .188 .41453 .30342 -.22150 1.05056
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
3.236 .085 .840 23 .410 .28205 .33585 -.41270 .97680
等分散を仮
定しない。
.821 16.714 .423 .28205 .34353 -.44368 1.00779
平CBA態度 等分散を仮
定する。
5.568 .027 -.009 23 .993 -.00321 .36346 -.75509 .74868
等分散を仮
定しない。
-.009 17.018 .993 -.00321 .37145 -.78684 .78042
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.285 .598 -.154 23 .879 -.04487 .29093 -.64670 .55696
等分散を仮
定しない。
-.154 22.456 .879 -.04487 .29181 -.64934 .55959
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
.186 .671 -.286 23 .778 -.09402 .32892 -.77444 .58640
等分散を仮
定しない。
-.285 22.569 .778 -.09402 .32967 -.77672 .58868
平企業態度 等分散を仮
定する。
.006 .939 .523 23 .606 .19017 .36343 -.56165 .94199
等分散を仮
定しない。
.521 22.362 .607 .19017 .36473 -.56553 .94587
購買意図 等分散を仮
定する。
.049 .827 .859 23 .399 .29487 .34313 -.41494 1.00468
等分散を仮
定しない。
.853 21.453 .403 .29487 .34581 -.42335 1.01310
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チョコ嫌いⅡ(Q0a＜＝３)
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 28 3.6357 .49607 .09375
ブランド 23 3.7478 .72668 .15152
平Ca親しみ
度
コーズ 28 1.4643 .73333 .13859
ブランド 23 1.3913 .49901 .10405
平Ca重要度 コーズ 28 3.6667 .66046 .12482
ブランド 23 3.6087 .83878 .17490
平CBA態度 コーズ 28 3.9018 .68157 .12880
ブランド 23 3.8696 .94409 .19686
平ブランド
態度
コーズ 28 3.7738 .61566 .11635
ブランド 23 3.7826 .62449 .13022
平コーズ態
度
コーズ 28 3.7619 .76904 .14533
ブランド 23 3.8406 .74447 .15523
平企業態度 コーズ 28 3.8333 .72293 .13662
ブランド 23 3.7536 .74683 .15572
購買意図 コーズ 28 3.6071 .83174 .15718
ブランド 23 3.3913 .78272 .16321
独立サンプルの検定等分散性のため
 
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値
の差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
.937 .338 -.653 49 .517 -.11211 .17180 -.45735 .23313
等分散を仮
定しない。
-.629 37.580 .533 -.11211 .17818 -.47295 .24873
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
.817 .370 .406 49 .687 .07298 .17978 -.28830 .43426
等分散を仮
定しない。
.421 47.497 .676 .07298 .17330 -.27556 .42152
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
.238 .628 .276 49 .784 .05797 .20988 -.36380 .47974
等分散を仮
定しない。
.270 41.372 .789 .05797 .21487 -.37585 .49179
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.843 .363 .141 49 .888 .03222 .22795 -.42586 .49031
等分散を仮
定しない。
.137 39.039 .892 .03222 .23525 -.44360 .50804
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.542 .465 -.050 49 .960 -.00880 .17437 -.35922 .34162
等分散を仮
定しない。
-.050 46.830 .960 -.00880 .17462 -.36013 .34253
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
.011 .916 -.369 49 .714 -.07867 .21334 -.50740 .35005
等分散を仮
定しない。
-.370 47.644 .713 -.07867 .21265 -.50632 .34897
平企業態度 等分散を仮
定する。
.032 .859 .386 49 .701 .07971 .20649 -.33524 .49466
等分散を仮
定しない。
.385 46.469 .702 .07971 .20716 -.33717 .49659
購買意図 等分散を仮
定する。
.562 .457 .947 49 .348 .21584 .22797 -.24229 .67396
等分散を仮
定しない。
.953 48.053 .346 .21584 .22659 -.23974 .67142
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社会貢献活動に関心あるⅠ（Q0b＞３）
グループ統計量
タイプ N 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 20 3.9200 .63046 .14097
ブランド 23 4.2087 .43266 .09022
平Ca親しみ
度
コーズ 20 1.3667 .76395 .17083
ブランド 23 1.5797 .60484 .12612
平Ca重要度 コーズ 20 4.1167 .68633 .15347
ブランド 23 3.8986 .62308 .12992
平CBA態度 コーズ 20 4.3000 .59383 .13278
ブランド 23 4.3043 .76484 .15948
平ブランド
態度
コーズ 20 4.1000 .74221 .16596
ブランド 23 4.0725 .65100 .13574
平コーズ態
度
コーズ 20 4.2000 .77535 .17337
ブランド 23 4.1594 .72383 .15093
平企業態度 コーズ 20 4.0000 .76472 .17100
ブランド 23 4.0725 .61098 .12740
購買意図 コーズ 20 3.7000 .73270 .16384
ブランド 23 3.6087 .89133 .18585
独立サンプルの検定
 
等分散性のため
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値の
差
差の標
準誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
4.992 .031 -1.770 41 .084 -.28870 .16312 -.61812 .04073
等分散を仮
定しない。
-1.725 32.973 .094 -.28870 .16737 -.62922 .05183
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
.005 .946 -1.020 41 .314 -.21304 .20888 -.63489 .20880
等分散を仮
定しない。
-1.003 36.096 .322 -.21304 .21234 -.64364 .21756
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
.055 .816 1.092 41 .281 .21812 .19970 -.18518 .62141
等分散を仮
定しない。
1.085 38.787 .285 .21812 .20108 -.18867 .62491
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.660 .421 -.021 41 .984 -.00435 .21123 -.43093 .42224
等分散を仮
定しない。
-.021 40.525 .983 -.00435 .20752 -.42360 .41490
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.000 .985 .130 41 .897 .02754 .21242 -.40145 .45652
等分散を仮
定しない。
.128 38.171 .898 .02754 .21441 -.40644 .46152
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
.095 .760 .177 41 .860 .04058 .22874 -.42137 .50253
等分散を仮
定しない。
.177 39.245 .861 .04058 .22987 -.42428 .50543
平企業態度 等分散を仮
定する。
.831 .367 -.345 41 .732 -.07246 .20990 -.49636 .35143
等分散を仮
定しない。
-.340 36.290 .736 -.07246 .21324 -.50481 .35988
購買意図 等分散を仮
定する。
.144 .706 .363 41 .718 .09130 .25121 -.41602 .59863
等分散を仮
定しない。
.369 40.888 .714 .09130 .24776 -.40910 .59170
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社会貢献活動に関心あるⅡ(Q0b＞=３）
グループ統計量
タイプ N 平均値 標準偏差
平均値の
標準誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 46 3.9696 .55452 .08176
ブランド 47 4.1064 .67612 .09862
平Ca親しみ
度
コーズ 46 1.4275 .64660 .09534
ブランド 47 1.4752 .60090 .08765
平Ca重要度 コーズ 46 3.9565 .65020 .09587
ブランド 47 3.8156 .70130 .10230
平CBA態度 コーズ 46 4.1413 .65118 .09601
ブランド 47 4.2500 .69353 .10116
平ブランド
態度
コーズ 46 4.0725 .65889 .09715
ブランド 47 4.1489 .67319 .09819
平コーズ態
度
コーズ 46 4.0145 .74687 .11012
ブランド 47 4.1915 .64360 .09388
平企業態度 コーズ 46 4.0217 .67551 .09960
ブランド 47 4.0993 .74183 .10821
購買意図 コーズ 46 3.6304 .77053 .11361
ブランド 47 3.4894 .80413 .11729
独立サンプルの検定
 
等分散性のため
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値の
差
差の標
準誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
.082 .776 -1.066 91 .289 -.13682 .12838 -.39182 .11819
等分散を仮
定しない。
-1.068 88.315 .288 -.13682 .12811 -.39139 .11775
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
.158 .692 -.368 91 .714 -.04764 .12940 -.30468 .20940
等分散を仮
定しない。
-.368 90.189 .714 -.04764 .12951 -.30492 .20964
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
.047 .830 1.004 91 .318 .14092 .14031 -.13779 .41963
等分散を仮
定しない。
1.005 90.737 .317 .14092 .14020 -.13757 .41941
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.002 .965 -.779 91 .438 -.10870 .13956 -.38592 .16853
等分散を仮
定しない。
-.779 90.846 .438 -.10870 .13947 -.38574 .16835
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.022 .884 -.553 91 .581 -.07647 .13816 -.35092 .19797
等分散を仮
定しない。
-.554 91.000 .581 -.07647 .13813 -.35085 .19791
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
1.535 .219 -1.225 91 .224 -.17700 .14447 -.46397 .10998
等分散を仮
定しない。
-1.223 88.467 .225 -.17700 .14471 -.46455 .11055
平企業態度 等分散を仮
定する。
.000 .994 -.527 91 .600 -.07755 .14722 -.36998 .21487
等分散を仮
定しない。
-.527 90.534 .599 -.07755 .14707 -.36970 .21460
購買意図 等分散を仮
定する。
.077 .783 .864 91 .390 .14107 .16337 -.18344 .46559
等分散を仮
定しない。
.864 90.960 .390 .14107 .16329 -.18329 .46544
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社会貢献活動に関心ないⅠ（Q0b＜３）
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 11 3.7455 .62668 .18895
ブランド 8 3.7500 .43753 .15469
平Ca親しみ
度
コーズ 11 1.4242 .66818 .20146
ブランド 8 1.4583 .56167 .19858
平Ca重要度 コーズ 11 3.1818 .50252 .15152
ブランド 8 3.2083 .83452 .29505
平CBA態度 コーズ 11 3.5227 .50565 .15246
ブランド 8 3.6250 1.00000 .35355
平ブランド
態度
コーズ 11 3.6970 .40701 .12272
ブランド 8 4.0417 .57563 .20352
平コーズ態
度
コーズ 11 3.3333 .64979 .19592
ブランド 8 3.6250 .76506 .27049
平企業態度 コーズ 11 3.6970 .83606 .25208
ブランド 8 4.0000 .56344 .19920
購買意図 コーズ 11 3.2727 .64667 .19498
ブランド 8 3.7500 .70711 .25000
独立サンプルの検定等分散性のため
 
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値
の差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
1.486 .239 -.018 17 .986 -.00455 .25864 -.55024 .54115
等分散を仮
定しない。
-.019 16.992 .985 -.00455 .24419 -.51977 .51068
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
.002 .969 -.117 17 .908 -.03409 .29112 -.64830 .58012
等分散を仮
定しない。
-.121 16.551 .906 -.03409 .28288 -.63215 .56397
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
2.287 .149 -.086 17 .932 -.02652 .30657 -.67333 .62030
等分散を仮
定しない。
-.080 10.660 .938 -.02652 .33168 -.75939 .70636
平CBA態度 等分散を仮
定する。
2.282 .149 -.294 17 .773 -.10227 .34839 -.83731 .63277
等分散を仮
定しない。
-.266 9.613 .796 -.10227 .38502 -.96487 .76032
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.560 .464 -1.534 17 .143 -.34470 .22472 -.81881 .12941
等分散を仮
定しない。
-1.450 11.913 .173 -.34470 .23765 -.86291 .17352
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
.001 .971 -.897 17 .382 -.29167 .32506 -.97747 .39414
等分散を仮
定しない。
-.873 13.643 .398 -.29167 .33399 -1.00976 .42643
平企業態度 等分散を仮
定する。
.542 .472 -.886 17 .388 -.30303 .34205 -1.02469 .41863
等分散を仮
定しない。
-.943 16.948 .359 -.30303 .32129 -.98105 .37499
購買意図 等分散を仮
定する。
.043 .839 -1.528 17 .145 -.47727 .31235 -1.13628 .18173
等分散を仮
定しない。
-1.505 14.381 .154 -.47727 .31704 -1.15558 .20103
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社会貢献活動に関心ないⅡ（Q0b＜=３）
グループ統計量
タイプ N 平均値
標準偏
差
平均値
の標準
誤差
平Bd親しみ
度
コーズ 37 3.9297 .54409 .08945
ブランド 32 3.9438 .76577 .13537
平Ca親しみ
度
コーズ 37 1.4595 .57923 .09522
ブランド 32 1.3958 .57696 .10199
平Ca重要度 コーズ 37 3.6396 .64492 .10602
ブランド 32 3.6042 .80961 .14312
平CBA態度 コーズ 37 3.8716 .66568 .10944
ブランド 32 4.0547 .76394 .13505
平ブランド
態度
コーズ 37 3.9459 .56935 .09360
ブランド 32 4.1771 .66658 .11784
平コーズ態
度
コーズ 37 3.7117 .72505 .11920
ブランド 32 4.0729 .66524 .11760
平企業態度 コーズ 37 3.9369 .69317 .11396
ブランド 32 4.0938 .79078 .13979
購買意図 コーズ 37 3.4865 .76817 .12629
ブランド 32 3.4688 .71772 .12688
独立サンプルの検定
 
等分散性のため
の Levene の検
定 2 つの母平均の差の検定
F 値
有意確
率 t 値 自由度
有意確率
(両側)
平均値
の差
差の標準
誤差
差の 95% 信頼区間
下限 上限
平Bd親しみ
度
等分散を仮
定する。
1.995 .162 -.089 67 .930 -.01402 .15837 -.33013 .30209
等分散を仮
定しない。
-.086 54.958 .931 -.01402 .16225 -.33919 .31115
平Ca親しみ
度
等分散を仮
定する。
.024 .878 .456 67 .650 .06363 .13958 -.21497 .34222
等分散を仮
定しない。
.456 65.646 .650 .06363 .13954 -.21499 .34225
平Ca重要度 等分散を仮
定する。
.510 .477 .202 67 .840 .03547 .17521 -.31424 .38519
等分散を仮
定しない。
.199 59.048 .843 .03547 .17811 -.32092 .39187
平CBA態度 等分散を仮
定する。
.065 .799 -1.064 67 .291 -.18307 .17208 -.52654 .16041
等分散を仮
定しない。
-1.053 62.044 .296 -.18307 .17382 -.53053 .16440
平ブランド
態度
等分散を仮
定する。
.308 .581 -1.554 67 .125 -.23114 .14877 -.52808 .06580
等分散を仮
定しない。
-1.536 61.409 .130 -.23114 .15049 -.53201 .06974
平コーズ態
度
等分散を仮
定する。
.658 .420 -2.144 67 .036 -.36120 .16850 -.69754 -.02487
等分散を仮
定しない。
-2.157 66.749 .035 -.36120 .16744 -.69545 -.02696
平企業態度 等分散を仮
定する。
.012 .914 -.878 67 .383 -.15681 .17862 -.51335 .19972
等分散を仮
定しない。
-.869 62.227 .388 -.15681 .18035 -.51731 .20368
購買意図 等分散を仮
定する。
.520 .473 .099 67 .922 .01774 .17991 -.34136 .37684
等分散を仮
定しない。
.099 66.579 .921 .01774 .17901 -.33962 .37509
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